
a 認知症疾患型介護療養施設サービス責（i）  

l要介護1  930単位  

a 認知症疾患型介護療養施設サービス責（i）  

l 要介護1  918単位  

ii要介護2  999単位  ii要介護2  987単位  

iii要介護3  1，067単位  iii要介護3  1，055単位  

iv 要介護4  1，136単位  iv 要介護4  1，124単位  

∨ 要介護5  1．204単位  V 要介護5  1，192単位  

b 認知症疾患型介護療養施設サービス責（ii）  

l要介護1  1，041単位  

b 認知症疾患型介護療養施設サービス章（ii）  

l 要介護1  1，029単位  

ii要介護2  1．110単位  ii要介護2  1，098単位  

iii要介護3  1．178単位  iii要介護3  1，166単位  

iv 要介護4  1，247単位  iv 要介護4  1，235単位  

v 要介護5  1．315単位  V 要介護5  1，303単位  

（四）認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅳ）  

a 認知症疾患型介護療養施設サービス責（i）  

】要介護1  914単位  

（四）認知症疾患型介護療養施設サービス責（Ⅳ）  

a 認知症疾患型介護療養施設サービス費（i）  

l 要介護1  902単位  

ii要介護2  981単位  ii要介護2  969単位  

iii要介護3  1，048単位  iii要介護3  1，036単位  

jv 要介護4  1，116単位  iv 要介護4  1，104単位  

v 要介護5  1，183単位  V 要介護5  1．171単位  

b 認知症疾患型介護療養施設サービス費（ii）  

l 要介護1  1．025単位  

b 認知症疾患型介護療養施設サービス費（ii）  

l 要介護1  1．013単位  

ii要介護2  1，092単位  ii要介護2  1，080単位  

iii要介護3  1．159単位  lii要介護3  1，147単位  

iv 要介護4  1．227単位  iv 要介護4  1，215単位  

v 要介護5  1，294単位  V 要介護5  1，282単位  

（五）認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅴ）  

a 認知症疾患型介護療養施設サービス費（i）  

l要介護1  852単位  

（五）認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅴ）  

a 認知症疾患型介護療養施設サービス費（i）  

l 要介護1  840単位  

ii要介護2  919単位  ii要介護2  907単位  

iii要介護3  986単位  iii要介護3  974単位  

iv 要介護4  1，054単位  iv 要介護4  1，042単位  

v 要介護5  1，121単位  v 要介護5  1，109単位  

b 認知症疾患型介護療養施設サービス費（ii）   

t 要介護1  963単位  

b 認知症疾患型介護療養施設サービス費（ii）  

l 要介護1  951単位  

ii要介護2  1，030単位   ii要介護2  1．018単位  
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要介護3 旦閲 5単位  

V 要介護4  1，153単位  

iii要介護3  1，097単位  

iv 要介護4  1，165単位  

瀾 1，220単位  

（2）認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費（1日につき）  

（－）認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費（Ⅰ）  

a 要介護1  742単位  

V 要介護5  1，232単位  

（2）認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費（1日につき）  

（－）認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費（Ⅰ）  

a 要介護1  754単位  

b 要介護2  809単位  b 要介護2  821単位  

c 要介護3  876単位  c 要介護3  888単位  

d 要介護4  944単位  d 要介護4  956単位  

e 要介護5  1，011単位  e 要介護5  1，023単位  

（二）認知症疾患聖経過型介護療養施設サービス費（Ⅱ）  

a 要介護1  853単位  

（二）認知症疾患型経過型介護療養施設サービス費（Ⅱ）  

a 要介護1  865単位  

b 要介護2  920単位  b 要介護2  932単位  

c 要介護3  987単位  c 要介護3  999単位  

d 要介護4  1，055単位  d 要介護4  1．067単位  e 要介護5   旦即 1，122単位  

（3）ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費（1日につき  

）  

（－）ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅰ）  

a ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費（i）  

l 要介護1  1，119単位  

e㈲ 1，134単位  

（3）ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス責（1日につき  

）  

（－）ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅰ）  

a ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス責（i）  

l 要介護1  1，131単位  

ii要介護2  1，186単位  ii要介護2  1，198単位  

iii要介護3  1，253単位  lii要介護3  1．265単位  

iv 要介護4  1，321単位   iv 要介護4  1，333単位   ∨ 要介護5  V㈲ 1，388単位  

b ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費（ji）  

l 要介護1  1，119単位  

V 要介護5  V閲 1，40P単位  

b ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス貴（ii）  

l 要介護1  1，131単位  

ii要介護2  1，186単位  ii要介護2  1，198単位  

iii要介護3  1，253単位  lii要介護3  1，265単位  

iv 要介護4  1，321単位  iv 要介護4  1，333単位  

V 要介護5  1，388単位  V 要介護5  1，400単位  

（二）ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅱ）  

a ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費（j）  

暮 要介護1  1，061単位  

（二）ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅱ）   

a ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス責（i）  
l 要介護1  1．073単位  

ii要介護2  1，132単位  ii要介護2  1，144単位   
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ii要介護3  1，202単位  

V 要介護4  1，273単位  

ii㈲ 1，214単位  

V 要介護4  1，285単位  

V 要介護5  1，343単位  V 要介護5  1，355単位  

b ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス責（ii）  

l 要介護1  1．073単位  

b ユニット型認知症疾患型介護療養施設サービス費（ii）  

l 要介護1  1，061単位  

ii要介護2  1，144単位  ii要介護2  1，132単位  

iii要介護3  1，214単位  iii要介護3  1，202単位  

iv 要介護4  1，273単位  iv 要介護4  1，285単位  

Y 要介護5 1，3巨5単位  

注1 老人性認知症疾患療養病棟（指定介護療養型医療施設の人  
員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第41号。  

以下「指定介護療養型医療施設基準」という。）第2条第3  
項に規定する老人性認知症疾患療養病棟をいう。以下同じ。   
）を有する病院である指定介護療養型医療施設であって、別  
に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  

都道府県知事に届け出たものにおける当該届出に係る老人性  
認知症疾患療養病棟において、指定介護療養施設サービスを  
行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働  

大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入院患者の要介護状  

態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、  

入院患者の数又は医師、看護職員、介護職員若しくは介護支  

援専門員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する  

場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。   
2 （3）について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさ  

ない場合は、1日につき所定単位数の100分の9了に相当する単  

位数を算定する。   

3 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体  

拘束廃止未実施減算として、1日につき5単位を所定単位数  
から減算する。   

4 入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合は、1月  
に6日を限度として所定単位数に代えて1日につき362単位を   

∨ 要介護5  1，343単位  

注1 老人性認知症疾患療養病棟（指定介護療養型医療施設の人  
員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第41号。  

以下「指定介護療養型医療施設基準」という。）第2条第3  
項に規定する老人性認知症疾患療養病棟をいう。以下同じ。   

）を有する病院である指定介護療養型医療施設であって、別  
に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  
都道府県知事に届け出たものにおける当該届出に係る老人性  
認知症疾患療養病棟において、指定介護療養施設サービスを  
行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働  

大臣が定める基準に掲げる区分に従い、入院患者の要介護状  

態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、  
入院患者の数又は医師、看護職員、介護職員若しくは介護支  

援専門員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する  
場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。   

2 （3）について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさ  

ない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単  

位数を算定する。   

3 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体  

拘束廃止未実施減算として、1日につき5単位を所定単位数  
から減算する。   

4 入院患者に対して居宅における外泊を認めた場合は、1月  
に6日を限度として所定単位数に代えて1日につき444単位を   

算定する。ただし、外泊の初日及び最終日は、算定できない  
0  

5 入院患者に対し専門的な診療が必要になった場合であって  
、当該患者に対し他の病院又は診療所において当該診療が行   

算定する。ただし、外泊の初日及び最終日は、算定できない  

0  

5 入院患者に対し専門的な診療が必要になった場合であって  
、当該患者に対し他の病院又は診療所において当該診療が行  
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われた場合は、1月に4日を限度として所定単位数に代えて  
1日につき362単位を算定する。  

われた場合は、1月に4日を限度として所定単位数に代えて  

1日につき444単位を算定する。  

6 平成17年9月30日において従来型個室に入院している看で   

あって、平成17年10月1日以後引き続き従来型個室に入院す   
るもの（別に厚生労働大臣が定めるものに限る。）に対して  
、認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅰ）、認知症疾患型   

介護療養施設サービス費（Ⅱ）、認知症疾患型介護療養施設サ   

ービス費（Ⅲ）、認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅳ）若   

しくは認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅴ）又は認知症   

疾患型経過型介護療養施設サービス責を支給する場合は、当   
分の間、それぞれ、認知症疾患型介護療養施設サービス責（Ⅰ  
）の認知症疾患型介護療養施設サービス費（ji）、認知症疾患型   

介護療養施設サービス費（Ⅱ）の認知症疾患型介護療養施設サ   

ービス責（ii）、認知症疾患型介護療養施設サービス責（Ⅲ）の   

認知症疾患型介護療養施設サービス責（ii）、認知症疾患型介   

護療養施設サービス費（Ⅳ）の認知症疾患型介護療養施設サー   

ビス費（ij）若しくは認知症疾患型介護療養施設サービス責（Ⅴ  

）の認知症疾患型介護療養施設サービス責（ii）又は認知症疾患   

型経過型介護療養施設サービス費（Ⅱ）を算定する。  

7 次のいずれかに該当する者に対して、認知症疾患型介護療   
養施設サービス費（Ⅰ）、認知症疾患型介護療養施設サービス   

責（Ⅱ）、認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅲ）、認知症   

疾患型介護療養施設サービス費（Ⅳ）若しくは認知症疾患型介   

護療養施設サービス費（Ⅴ）又は認知症疾患型経過型介護療養   

施設サービス費を支給する場合は、当分の聞、それぞれ、認   
知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅰ）の認知症疾患型介護   

療養施設サtビス責（ii）、認知症疾患型介護療養施設サービ   

ス費（Ⅱ）の認知症疾患型介護療養施設サービス費（ii）、認知   

症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅲ）の認知症疾患型介護療   

養施設サービス費（ii）、認知症疾患型介護療養施設サービス   

責（Ⅳ）の認知症疾患型介護療養施設サービス責（ii）若しくは   

認知症疾患型介護療養施設サービス責（Ⅴ）の認知症疾患型介   

護療養施設サービス責（ii）又は認知症疾患聖経過型介護療養   

施設サービス費（Ⅱ）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室への入院が必要であると医   

6 平成17年9月30日において従来型個室に入院している看で   

あって、平成17年10月1日以後引き続き従来型個室に入院す   
るもの（別に厚生労働大臣が定めるものに限る。）に対して  
、認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅰ）、認知症疾患型   

介護療養施設サービス費（Ⅱ）、認知症疾患型介護療養施設サ   

ービス費（Ⅲ）、認知症疾患型介護療養施設サービス責（Ⅳ）若   

しくは認知症疾患型介護療養施設サービス責（Ⅴ）又は認知症   

疾患型経過型介護療養施設サービス費を支給する場合は、当   
分の間、それぞれ、認知症疾患型介護療養施設サービス責（Ⅰ  
）の認知症疾患型介護療養施設サービス費（ii）、認知症疾患型   

介護療養施設サービス責（Ⅱ）の認知症疾患型介護療養施設サ   

ービス責（ii）、認知症疾患型介護療養施設サービス責（Ⅲ）の   

認知症疾患型介護療養施設サービス費（ii）、認知症疾患型介   

護療養施設サービス費（Ⅳ）の認知症疾患型介護療養施設サー   

ビス費（ii）若しくは認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅴ  

）の認知症疾患型介護療養施設サービス責（ii）又は認知症疾患   

型経過型介護療養施設サービス責（Ⅱ）を算定する。  

7 次のいずれかに該当する者に対して、認知症疾患型介護療   
養施設サービス責（Ⅰ）、認知症疾患型介護療養施設サービス   

費（Ⅱ）、認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅲ）、認知症   

疾患型介護療養施設サービス責（Ⅳ）若しくは認知症疾患型介   

護療養施設サービス責（Ⅴ）又は認知症疾患型経過型介護療養   

施設サービス費を支給する場合は、当分の間、それぞれ、認   

知症疾患型介護療養施設サービス責（Ⅰ）の認知症疾患型介護   

療養施設サービス費（ii）、認知症疾患型介護療養施設サービ   

ス責（Ⅱ）の認知症疾患型介護療養施設サービス費（ii）、認知   

症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅲ）の認知症疾患型介護療   

養施設サービス費（ii）、認知症疾患型介護療養施設サービス   

費（Ⅳ）の認知症疾患型介護療養施設サービス費（ii）若しくは   

認知症疾患型介護療養施設サービス費（Ⅴ）の認知症疾患型介   

護療養施設サービス責（ii）又は認知症疾患型経過型介護療養   

施設サービス責（Ⅱ）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室への入院が必要であると医  
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師が判断した看であって、従来型個室への入院期間が30日  
以内であるもの  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に  

入院する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の入院患者の心身の  

状況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個  
室への入院が必要であると医師が判断した者  

（4）初期加算  30単位   

注 入院した日から起算して30日以内の期間については、初期加   
算として、1日につき所定単位数を加算する。  

（5）退院時指導等加算  

（－）退院時等指導加算  

師が判断した者であって、従来型個室への入院期間が30日  
以内であるもの  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する従来型個室に  
入院する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の入院患者の心身の  

状況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個  
室への入院が必要であると医師が判断した者  

（4）初期加算  30単位   

注 入院した日から起算して30日以内の期間については、初期加  
算として、1日につき所定単位数を加算する。  

（5）退院時指導等加算  

（－）退院時等指導加算  

a 退院前後訪問指導加算  

b 退院時指導加算  

c 退院時情報提供加算  
d 退院前連携加算  

（二）老人訪問看護指示加算  

a 退院前後訪問指導加算  
b 退院時指導加算  

c 退院時情報提供加算  
d 退院前連携加算  

（二）老人訪問看護指示加算  

460単位  

400単位  

500単位  

500単位  

300単位  

460単位  

400単位  

500単位  

500単位  

300単位  

注1（－）のaについては、入院期間が1月を超えると見込  
まれる入院患者の退院に先立って当該入院患者が退院後  

生活する居宅を訪問し、当該入院患者及びその家族等に  
対して退院後の療養上の指導を行った場合に、入院中1  
回（入院後早期に退院前訪問指導の必要があると認めら  

れる入院患者にあっては、2回）を限度として算定し、  
入院患者の退院後30日以内に当該入院患者の居宅を訪問  

し、当該入院患者及びその家族等に対して療養上の指導  
を行った場合に、退院後1回を限度として算定する。  

入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施  
設等に入所する場合であって、当該入院患者の同意を得  

て、当該社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供  
等を行ったときも、同様に算定する。   

2 （－）のbについては、入院期間が1月を超える入院患  
者が退院し、その居宅において療養を継続する場合にお  

いて、当該入院患者の退院時に、当該入院患者及びその  

家族等に対して、退院後の療養上の指導を行った場合に   
、入院患者1人につき1回を限度として算定する。  

注1（－）のaについては、入院期間が1月を超えると見込  

まれる入院患者の退院に先立って当該入院患者が退院後  

生活する居宅を訪問し、当該入院患者及びその家族等に  
対して退院後の療養上の指導を行った場合に、入院中1  
回（入院後早期に退院前訪問指導の必要があると認めら  

れる入院患者にあっては、2回）を限度として算定し、  
入院患者の退院後30日以内に当該入院患者の居宅を訪問  

し、当該入院患者及びその家族等に対して療養上の指導  

を行った場合に、退院後1回を限度として算定する。  
入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施  

設等に入所する場合であって、当該入院患者の同意を得  

て、当該社会福祉施設等を訪問し、連絡調整、情報提供  

等を行ったときも、同様に算定する。   
2 （－）のbについては、入院期間が1月を超える入院患  
者が退院し、その居宅において療養を継続する場合にお  
いて、当該入院患者の退院時に、当該入院患者及びその  

家族等に対して、退院後の療養上の指導を行った場合に   
、入院患者1人につき1回を限度として算定する。   
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3 （－）のcについては、入院期間が1月を超える入院患   

者が退院し、その居宅において療養を継続する場合にお   
いて、当該入院患者の退院後の主治の医師に対して、当   

該入院患者の同意を得て、当該入院患者の診療状況を示   

す文書を添えて当該入院患者の紹介を行った場合に、入   
院患者1人につき1回に限り算定する。  

入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施   
設等に入所する場合であって、当該入院患者の同意を得   
て、当該社会福祉施設等に対して当該入院患者の診療状   

況を示す文書を添えて当該入院患者の処遇に必要な情報   
を提供したときも、同様に算定する。  

4 （一）のdについては、入院期間が1月を超える入院患   
者が退院し、その居宅において居宅サービスを利用する   
場合において、当該入院患者の退院に先立って当該入院   

患者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して  
、当該入院患者の同意を得て、当該入院患者の診療状況   

を示す文書を添えて当該入院患者に係る居宅サービス又   

は地域密着型サービスに必要な情報を提供し、かつ、当   

該指定居宅介護支援事業者と連携して退院後の居宅サー   
ビス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行っ   

た場合に、入院患者1人につき1回を限度として算定す   

る。  

5 （二）については、入院患者の退院時に、指定介護療養   

型医療施設の医師が、診療に基づき、指定訪問看護が必   

要であると認め、当該入院患者の選定する指定訪問看護   

ステーションに対して、当該入院患者の同意を得て、訪   

問看護指示書を交付した場合に、入院患者1人につき1   
回を限度として算定する。   

3 （－）のcについては、入院期間が1月を超える入院患   
者が退院し、その居宅において療養を継続する場合にお   
いて、当該入院患者の退院後の主治の医師に対して、当   

該入院患者の同意を得て、当該入院患者の診療状況を示   

す文書を添えて当該入院患者の紹介を行った場合に、入   
院患者1人につき1回に限り算定する。  

入院患者が退院後にその居宅でなく、他の社会福祉施   
設等に入所する場合であって、当該入院患者の同意を得   
て、当該社会福祉施設等に対して当該入院患者の診療状   

況を示す文書を添えて当該入院患者の処遇に必要な情報   

を提供したときも、同様に算定する。  

4 （－）のdについては、入院期間が1月を超える入院患   
者が退院し、その居宅において居宅サービスを利用する   
場合において、当該入院患者の退院に先立って当該入院   

患者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対して  
、当該入院患者の同意を得て、当該入院患者の診療状況   

を示す文書を添えて当該入院患者に係る居宅サービス又   

は地域密着型サービスに必要な情報を提供し、かつ、当   

該指定居宅介護支援事業者と連携して退院後の居宅サー   
ビス又は地域密着型サービスの利用に関する調整を行っ   

た場合に、入院患者1人につき1回を限度として算定す   

る。  

5 （二）については、入院患者の退院時に、指定介護療養   

型医療施設の医師が、診療に基づき、指定訪問看護が必   

要であると認め、当該入院患者の選定する指定訪問看護   
ステーションに対して、当該入院患者の同意を得て、訪   

問看護指示書を交付した場合に、入院患者1人につき1   
回を限度として算定する。  

（6）栄養管理体制加算  

（－）管理栄養士配置加算  

（二）栄養士配置加算  

1呈堅塁  

10単位  

星1卜）lこついては、次lこ掲げるいずれの基準lこも適合するも  

のとして都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設に  
ついて、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 常勤の管理栄養士を1名以上配置していること。  
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ロ 矧＝こ厚生労働大臣が定める基準Iこ適合する指定介護療養   

型医療施設であるこL  
2 制こついては、次lこ掲げるいずれの基準lこも適合するも   

のとして都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設に   

ついて、1日につき所定単位数を加算する。ただし、この場  
合において、牌走している場合は、算   

定しない。  

イ㈲配置していること。  

ロ 矧‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合する指定介護療養  

型医療施設であること。  

上里＿＿栄養マネジメント加算  ユ呈単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知   
事に届け出た指定介護療養型医療施設について、1日につき所  

定単位数を加算する。  

イ 常勤の管理栄養士を1名以上配置していること。  

ロ 入院患者の栄養状態を入院時に把握し、医師、管理栄養士  
、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、入  
院患者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケ  
ア計画を作成していること。   

ハ 入院患者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っている  

とともに、入院患者の栄養状態を定期的に記録していること  
○   

ニ 入院患者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し  
、必要に応じて当該計画を見直していること。   

ホ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型  

医療施設であること。  

墜L経口移行加算  28単位   

注1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型  

医療施設において、医師の指示に基づき、医師、管理栄養士  

、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、現  
に経管により食事を摂取している入院患者ごとに経口移行計  
画を作成している場合であって、当該計画に従い、医師の指  

示を受けた管理栄養士又は栄養士が、経口による食事の摂取  
を進めるための栄養管理を行った場合には、当該計画が作成  

された日から起算して180日以内の期間に限り、1日につき所  

f阻栄養マネジメント加算  ユ旦草堂   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知   
事に届け出た指定介護療養型医療施設について、1日につき所  

定単位数を加算する。  

イ 常勤の管理栄養士を1名以上配置していること。  
ロ 入院患者の栄養状態を入院時に把握し、医師、管理栄養士  

、歯科医師、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共  
同して、入院患者ごとの摂食・疇下機能及び食形態にも配慮  
した栄養ケア計画を作成していること。  

ハ 入院患者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っている  

とともに、入院患者の栄養状態を定期的に記録していること  
0   

二 入院患者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し  
、必要に応じて当該計画を見直していること。   

ホ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型  
医療施設であること。  

旺L経口移行加算  28単位   

注1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型  

医療施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医師、  

管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共  

同して、現に経管により食事を摂取している入院患者ごとに  
経口移行計画を作成している場合であって、当該計画に従い  

、医師の指示を受けた管理栄養士又は栄養士が、経口による  

食事の摂取を進めるための栄養管理を行った場合には、当該  
計画が作成された日から起算して180日以内の期間に限り、1  
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目につき所定単位数を加算する。  

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口に   
よる食事の摂取を進めるための栄養管理が、当該計画が作成   

された日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であ   

っても、経口による食事の摂取が一部可能な看であって、医   

師の指示に基づき、継続して経口による食事の摂取を進める   
ための栄養管理が必要とされるものに対しては、引き続き当  

定単位数を加算する。  

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口移行計画に基づく経口に   
よる食事の摂取を進めるための栄養管理が、当該計画が作成   

された日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であ   

っても、経口による食事の摂取が一部可能な看であって、医   

師の指示に基づき、継続して経口による食事の摂取を進める   
ための栄養管理が必要とされるものに対しては、引き続き当  

該加算を算定できるものとする。  

製＿経口維持加算  

（一）経口維持加算（Ⅰ）  

（二）経口維持加算（Ⅱ）  

該加算を算定できるものとする。  

担）＿経口維持加算  

（－）経口維持加算（Ⅰ）  

（二）経口維持加算（Ⅱ）  

28単位  

5単位  

28単位  

5単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型  

医療施設において、医師の指示に基づき、医師、歯科医師、  
管理栄養士、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共  

同して、摂食機能障害を有し、誤噴が認められる入院患者ご  

とに入院患者の摂食■噴下機能に配慮した経口維持計画を作  
成している場合であって、当該計画に従い、医師の指示を受  

けた管理栄養士又は栄養士が、継続して経口による食事の摂  

取を進めるための特別な管理を行った場合には、次に掲げる  
区分に応じ、当該計画が作成された日から起算して180日以内  

の期間に限り、1日につきそれぞれ所定単位数を加算する。  
ただし、この場合において、経口移行加算を算定している場  

合は、算定しない。また、経口維持加算（Ⅰ）を算定している  

場合は、経口維持加算（Ⅱ）は、算定しない。  

イ 経口維持加算（Ⅰ）経口により食事を摂取する看であっ  
て、著しい摂食機能障害を有し造影撮影又は内視鏡検査に  
より誤騰が認められるものを対象としていること。  

ロ 経口維持加算（Ⅱ）経口により食事を摂取する看であっ  

て、摂食機能障害を有し誤噴が認められるものを対象とし  
ていること。   

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口維持計画に基づく経口に  
よる食事の摂取を進めるための特別な管理が当該計画が作成  

された日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であ  

っても、摂食機能障害を有し、誤囁が認められる入院患者で  

あって、医師の指示に基づき、継続して誤疇防止のための食   

注1 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型  

医療施設において、医師の指示に基づき、医師、管理栄養士   
、看護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、摂  

食機能障害を有し、誤噴が認められる入院患者ごとに入院患  
者の摂食・膝下機能に配慮した経口維持計画を作成している  
場合であって、当該計画に従い、医師の指示を受けた管理栄  

養士又は栄養士が、継続して経口による食事の摂取を進める  
ための特別な管理を行った場合には、次に掲げる区分に応じ   

、当該計画が作成された日から起算して柑0日以内の期間に限  
り、1日につきそれぞれ所定単位数を加算する。ただし、こ  

の場合において、経口移行加算を算定している場合は、算定  

しない。また、経口維持加算（Ⅰ）を算定している場合は、経  

口維持加算（Ⅱ）は、算定しない。  

イ 経口維持加算（Ⅰ）経口により食事を摂取する看であっ  
て、著しい摂食機能障害を有し造影撮影又は内視鏡検査に  
より誤噴が認められるものを対象としていること。  

ロ 経口維持加算（Ⅱ）経口により食事を摂取する看であっ  
て、摂食機能障害を有し誤唾が認められるものを対象とし  
ていること。   

2 管理栄養士又は栄養士が行う経口維持計画に基づく経口に  
よる食事の摂取を進めるための特別な管理が当該計画が作成  

された日から起算して180日を超えた期間に行われた場合であ  

っても、摂食機能障害を有し、誤噴が認められる入院患者で  

あって、医師の指示に基づき、継続して誤瞭防止のための食  
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事の摂取を進めるための特別な管理が必要とされるものに対  
しては、引き続き当該加算を算定できるものとする。  

（9）口腔機能維持管理加算 30単位  

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型医   

療施設において、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛   
生士が歯科医師の指示を受けて、介護職員lこ対する口腔ケアlこ   

係る技術的助瑚月1回以上行っている場合であって   

、当該施設lこおいて歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科   

衛生士の技術的助紳7・  
マネジメントに係る計画が作成されている場合には、1月につ  

事の摂取を進めるための特別な管理が必要とされるものに対  

しては、引き続き当該加算を算定できるものとする。  

き所定単位数を加算する。  

（10）療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知   
事に届け出た指定介護療養型医療施設が、別に厚生労働大臣が   

定める療養食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算   
する。ただし、この場合において、経口移行加算又は経口維持   
加算を算定している場合は、算定しない。  
イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  

ること。  

ロ 入院患者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内  

容の食事の提供が行われていること。   

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する  

指定介護療養型医療施設において行われていること。  

（10）療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合するものとして都道府県知   
事に届け出た指定介護療養型医療施設が、別に厚生労働大臣が  

定める療養食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算  
する。ただし、この場合において、経口移行加算又は経口維持  
加算を算定している場合は、算定しない。  
イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  

ること。  

ロ 入院患者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内  

容の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する  

指定介護療養型医療施設において行われていること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める療養食の内容は以下のとおり。  

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提   
供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓   

病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特   
別な場合の検査食  

（11）在宅復帰支援機能加算  10単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型医   

療施設であって、次に掲げる基準のいずれにも適合している場   
合にあっては、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 入院患者の家族との連絡調整を行うこと。  

（11）在宅復帰支援機能加算  10単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定介護療養型医  
療施設であって、次に掲げる基準のいずれにも適合している場  

合にあっては、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 入院患者の家族との連絡調整を行うこと。  
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ロ 入院患者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対し  
て、入院患者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、退所  
後の居宅サービスの利用に関する調整を行っていること。  

（12）特定診療費  

入院患者に対して、精神科専門療法等のうち日常的に必要な   
医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行った場合に   
、別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を算  

定する。  

ロ 入院患者が利用を希望する指定居宅介護支援事業者に対し  
て、入院患者に係る居宅サービスに必要な情報の提供、退所  

後の居宅サービスの利用に関する調整を行っていること。  

（12）特定診療貴  

人院患者に対して、精神科専門療法等のうち日常的に必要な   
医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行った場合に   
、別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を算  

定する。  

※ 特定診療車の改定については別紙4を参照  

（13）サービス提供体制強化加算   

注瀬割こ適合しているものとして  

都道府県知事に届け出た指定介護療養型医療施設が入院患者  
に対し指定介護療養施設サービスを行？た場合は、当該基準  

につき次に掲げる所定単位数を加  に掲げる区分に従い、1日   

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している  

次に掲げるその他の加算は算定しない。  場合においては、   

12単位  十サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

6単位  に：サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

エ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  6単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

1 サービス提供体制強化加算（Ⅰ）   

① 当該指定介護療養型医療施設の介護職員の総数のうち、介護  

福祉士の占める割合が100分の50以上であること。   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   

2 サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   

① 当該指定介護療養型医療施設の看護・介護職員の総数のうち  

、常勤職員の占める割合が100分の75以上であること。   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   

3 サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   

① 当該指定介護療養型医療施設の指定介護療養施設サービスを  

入院患者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数3年以上  
の者の占める割合が100分の30以上であること。  
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介護報酬単位の見直し案  
（変更点は下線部）  
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（平成18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス基   

準」という。）第5条第1項に規定する指定介護予防訪問介護事   
業所をいう。以下同じ。）の訪問介護員等が、指定介護予防訪問   

介護（指定介護予防サービス基準第4条に規定する指定介護予防   
訪問介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、次に掲げる区分   

に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。   
イ 介護予防訪問介護責（Ⅰ）介護予防サービス計画（介護保険  

法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第8条の2第   
18項に規定する介護予防サービス計画をいう。介護保険法施行  
規則（平成11年厚生省令第36号）第83条の9第1号ハ及びこに  
規定する計画を含む。以下同じ。）において1週に1回程度の  

指定介護予防訪問介護が必要とされた者   

口 介護予防訪問介護費（Ⅱ）介護予防サービス計画において1  

週に2回程度の指定介護予防訪問介護が必要とされた者   

ハ 介護予防訪問介護費（Ⅲ）介護予防サービス計画においてロ  

に掲げる回数の程度を超える指定介護予防訪問介護が必要とさ  
れた者（その要支援状態区分が要介護認定等に係る介護認定審  

査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成11年厚生  

省令第58号）第2条第1項第2号に掲げる区分である者に限る。）  
2 別に厚生労働大臣が定める者が指定介護予防訪問介護を行う場   
合は、平成21年3月31日までの間、所定単位数の100分の80に相当  

（平成18年厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス基   

準」という。）第5条第1項に規定する指定介護予防訪問介護事   
業所をいう。以下同じ。）の訪問介護員等が、指定介護予防訪問   

介護（指定介護予防サービス基準第4条に規定する指定介護予防   
訪問介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、次に掲げる区分   

に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。   
イ 介護予防訪問介護貴（Ⅰ）介護予防サービス計画（介護保険  

法（平成9年法律第123号。以下「法」という。）第8条の2第   
18項に規定する介護予防サービス計画をいう。介護保険法施行  
規則（平成11年厚生省令第36号）第83条の9第1号ハ及びこに  

規定する計画を含む。以下同じ。）において1週に1回程度の  

指定介護予防訪問介護が必要とされた者   

口 介護予防訪問介護費（Ⅱ）介護予防サービス計画において1  
週に2回程度の指定介護予防訪問介護が必要とされた者   

ハ 介護予防訪問介護費（Ⅲ）介護予防サービス計画においてロ  

に掲げる回数の程度を超える指定介護予防訪問介護が必要とさ   

れた者（その要支援状態区分が要介護認定等に係る介護認定審   

査会による審査及び判定の基準等に関する省令（平成11年厚生  

省令第58号）第2条第1項第2号に掲げる区分である者に限る。）  
2 別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして都道府県   
知事に届け出た指定介護予防訪問介護事業所において、別に厚生   

労働大臣が定める者が指定介護予防訪問介護を行う場合は、平成2  する単位数を算定する。  

2年3月31日までの間、所定単位数の100分の80に相当する単位数  

を算定する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ 平成21年3月31日時点で、介護保険法施行令（平成10年政令第4   

12号）第3条第1項各号に掲げる研修の課程のうち3級課程を修  
了した者（同令附則第4条の規定により同令第3条第1項第2号  

に規定する介護員養成研修の課程（3級課程に限る。）を修了し  
た者とみなされたものを含む。）であって、それぞれ当該各号に  

定める者から当該研修を修了した旨の証明書の交付を受けたもの  
（以下「3級課程修了者」という。）を訪問介護員として雇用し  

ており、かつ、平成21年4月1日以降も引き続き当該3級課程の  
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修了者を訪問介護員として雇用する指定介護予防訪問介護事業所  
であって、当該3級課程修了者に対し、平成22年3月31日までに  
介護福祉士の資格を取得し、又は同令第3条第1項各号に掲げる  

研修の課程のうち介護職員基礎研修課程、1級課程若しくは2級  
課程を受講するよう通知していること  

※ 別に厚生労働大臣が定める者の内容は以下のとおり。   

○ 介護保険法施行令（平成10年政令第412号）第3条第1項各号に  
掲げる研修の課程のうち3級課程を修了した者（同令附則第4条  
の規定により同令第3条第1項第2号に規定する介護員養成研修  

の課程（3級課程に限る。）を修了した者とみなされたものを含  
む。）であって、それぞれ当該各号に定める者から当該研修を修  

了した旨の証明書の交付を受けたもののうち、平成21年3月31日  

時点において、指定介護予防訪問介護事業所に訪問介護員として  

雇用されており、かつ、平成21年4月1日以降も引き続き当該事  
業所に訪問介護員として雇用されている者  

3 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問介   
護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在し   

ない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用され   

る事務所の訪問介護員等が指定介護予防訪問介護を行った場合は、   

特別地域介護予防訪問介護加算として、1月につき所定単位数の1   

00分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

3 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問介   

護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在し   

ない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用され   

る事務所の訪問介護員等が指定介護予防訪問介護を行った場合は、   

特別地域介護予防訪問介護加算として、1月につき所定単位数の1   

00分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

4 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労働  
大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防訪問介護事業所（そ  

の一部として使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、  
当該事務所を除く。）又はその一部として使用される事務所の訪  
問介護員等が指定介護予防訪問介護を行った場合は、1月につき  

所定単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加算す  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。  
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○ 厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成12年厚生省告示第22   

号）第2号のその他の地域であって、次のいずれかに該当する地   

域のうち厚生労働大臣が定める地域（平成12年厚生省告示第24号）   

に規定する地域を除いた地域  

① 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項   

に規定する豪雪地帯  

② 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等   

に関する法律（昭和37年法律案88号）第2条第1項に規定する辺   
地  

③ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域  
④ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の   

促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す   
る特定農山村地域  

⑤ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   

1項に規定する過疎地域  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。   

○ 注4の厚生労働大臣が定める施設基準  

1月当たりの実利用者数が5人以下の指定介護予防訪問介護事  

業所であること  

5凝‖こ厚生労働   
大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の   

実施地域（指定介護予防サービス基準第26条第5号に規定する通   

常の事業の実施地域をいう」を越えて、指定介護予防訪問介護   

を行った場合は、1月につき所定単位数の100分の5に相当する単   

位数を所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 次のいずれかに該当する地域   

① 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定により  
指定された離島振興対策実施地域  
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② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第柑9号）第1条に   

規定する奄美群島  

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項   
に規定する豪雪地帯  

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等   

に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺   
地  

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定により   
指定された振興山村  

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第2条   
第1項に規定する小笠原諸島  

⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域  
⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の   

促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す   

る特定農山村地域  

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第  

1項に規定する過疎地域  

⑩ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に規   

定する離島  

巨 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模   
多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を   

受けている間は、介護予防訪問介護費は、算定しない。  

1利用者が－の指定介護予防訪問介護事業所において指定介護予   

防訪問介護を受けている間は、当該指定介護予防訪問介護事業所   
以外の指定介護予防訪問介護事業所が指定介護予防訪問介護を行   
った場合に、介護予防訪問介護費は、算定しない。   

初回加算  200単位  

生 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模   
多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を   

受けている間は、介護予防訪問介護責は、算定しない。  

旦 利用者が－の指定介護予防訪問介護事業所において指定介護予   

防訪問介護を受けている間は、当該指定介護予防訪問介護事業所   
以外の指定介護予防訪問介護事業所が指定介護予防訪問介護を行   
った場合に、介護予防訪問介護責は、算定しない。  

注 指定介護予防訪問介護事業所において、新規に介護予防訪問介  

護計画を作成した利用者に対して、1トービス提供責任者（指定介  

護予防サービス基準第5条第2項のサービス提供責任者をいう。  

以下この号において同じ。）が初回若しくは初回の指定介護予防  

訪問介護を行った日の属する月に指定介護予防訪問介護を行った  

場合又は当該指定介護予防訪問介護事業所のその他の訪問介護員   
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等が初回若しくは初回の指定介護予防訪問介護を行った日の属す  

る月に指定介護予防訪問介護を行った際にサービス提供責任者が  
同行した場合は、1月につき所定単位数を加算する。  

2 介護予防訪問入浴介護費   

イ 介護予防訪問入浴介護責  854単位   

注1 利用者に対して、指定介護予防訪問入浴介護事業所（指定介護  
予防サービス基準第47条第1項に規定する指定介護予防訪問入浴  

介護事業所をいう。以下同じ。）の看護職員（看護師又は准看護  
師をいう。以下同じ。）1人及び介護職員1人が、指定介護予防  
訪問入浴介護（指定介護予防サービス基準第46条に規定する指定  
介護予防訪問入浴介護をいう。以下同じ。）を行った場合に算定  

する。  

2 利用者に対して、入浴により当該利用者の身体の状況等に支障  
を生ずるおそれがないと認められる場合に、その主治の医師の意  

見を確認した上で、指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護職員  
2人が、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、所定単位数  
の100分の95に相当する単位数を算定する。  

3 訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合であ  

って、当該利用者の希望により清拭又は部分浴（洗髪、陰部、足  
部等の洗浄をいう。）を実施したときは、所定単位数の100分の70  
に相当する単位数を算定する。  

4 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問入  
浴介護事業所の指定介護予防訪問入浴介護従業者（指定介護予防  
サービス基準第47条第1項に規定する指定介護予防訪問入浴介護  
従業者をいう。以下同じ。）が指定介護予防訪問入浴介護を行っ   

2 介護予防訪問入浴介護費  854単位  

注1 利用者に対して、指定介護予防訪問入浴介護事業所（指定介護  
予防サービス基準第47条第1項に規定する指定介護予防訪問入浴  

介護事業所をいう。以下同じ。）の看護職員（看護師又は准看護  
師をいう。以下同じ。）1人及び介護職員1人が、指定介護予防  
訪問入浴介護（指定介護予防サービス基準第46条に規定する指定  
介護予防訪問入浴介護をいう。以下同じ。）を行った場合に算定  

する。   

2 利用者に対して、入浴により当該利用者の身体の状況等に支障  
を生ずるおそれがないと認められる場合に、その主治の医師の意  

見を確認した上で、指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護職員  

2人が、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、所定単位数  
の100分の95に相当する単位数を算定する。   

3 訪問時の利用者の心身の状況等から全身入浴が困難な場合であ  

って、当該利用者の希望により清拭又は部分浴（洗髪、陰部、足  
部等の洗浄をいう。）を実施したときは、所定単位数の100分の70  
に相当する単位数を算定する。   

4 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問入  
浴介護事業所の指定介護予防訪問入浴介護従業者（指定介護予防  
サービス基準第47条第1項に規定する指定介護予防訪問入浴介護  

従業者をいう。）が指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、  

特別地域介護予防訪問入浴介護加算として、1回につき所定単位  
数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

た場合は、特別地域介護予防訪問入浴介護加算として、1回につ   
き所定単位数の100分の15に相当する単位数を所定単位数に加算す   

る‥  

5 別に厚生労働大臣が定める地域に所在し、かつ、別に厚生労働  
大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防訪問入浴介護事業  
所の介護予防訪問入浴介護従業者が指定介護予防訪問入浴介護を  

行った場合は、1回につき所定単位数の100分の10に相当する単位  
数を所定単位数に加算する。  
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※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 厚生労働大臣が定める－単位の単価（平成12年厚生省告示第22  
号）第2号のその他の地域であって、次のいずれかに該当する地  

域のうち厚生労働大臣が定める地域（平成12年厚生省告示第24号）  

に規定する地域を除いた地域   

① 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項  

に規定する豪雪地帯   

② 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等  

に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺  
地   

③ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域   

④ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の  
促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す  
る特定農山村地域   

⑤ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   

1項に規定する過疎地域  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。   

○ 注5の厚生労働大臣が定める施設基準  
1月当たり延訪問回数が5回以下の指定介護予防訪問入浴介護  

事業所であること  

6 指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護予防訪問入浴介護従業  

者が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対  

して、通常の事業の実施地域（指定介護予防サービス基準第53条  
第5号に規定する通常の事業の実施地域をいう。）を越えて、指  
定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、1回につき所定単位数  
の100分の5に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 次のいずれかに該当する地域   

① 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定により  

181   
－7－  



指定された離島振興対策実施地域  

② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に   
規定する奄美群島  

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項   

に規定する豪雪地帯  

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等   

に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺   
地  

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定により   

指定された振興山村  

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第2条   

第1・項に規定する小笠原諸島  

⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域  
⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の   

促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す   
る特定農山村地域  

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第  

1項に規定する過疎地域  

⑩ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に規   
定する離島  

ユ 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介   
護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模  
多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を   

受けている間は、介護予防訪問入浴介護費は、算定しない。  

口調 24単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道   

府県知事に届け出た指定介護予防訪問入浴介護事業所が、利用者  
に対し、指定介護予防訪問入浴介護を行った場合は、1回につき  
所定単位数を加算する。  

巨 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介   
護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規模   
多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介護を   

受けている間は、介護予防訪問入浴介護費は、算定しない。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  ○ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること  
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① 当該指定介護予防訪問入浴介護事業所のすべての介護予防訪問   
入浴介護従業者に対し、介護予防訪問入浴介護従業者ごとに研修   
計画を作成し、当該計画に従い、研修（外部における研修を含む。）   

を実施又は実施を予定していること。  

② 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事   
項の伝達又は当該指定介護予防訪問入浴介護事業所における介護   
予防訪問入浴介護従業者の技術指導を目的とした会議を定期的に   

開催すること。  

③ 当該指定介護予防訪問入浴介護事業所のすべての介護予防訪問   

入浴介護従業者に対し、健康診断等を定期的に実施すること。  
④ 当該指定介護予防訪問入浴介護事業所の介護職員の総数のうち、   

介護福祉士の占める割合が100分の30以上又は介護福祉士及び介護   

職員基礎研修課程修了者の占める割合が100分の50以上であるこ   

と。  

3 介護予防訪問看護責   

イ 指定介護予防訪問看護ステーションの場合   

（1）所要時間20分未満の場合   

（2）所要時間30分未満の場合   

（3）所要時間30分以上1時間未満の場合   

（4）所要時間1時間以上1時間30分未満の場合   
口 病院又は診療所の場合   

（1）所要時間20分未満の場合   

（2）所要時間30分未満の場合   

（3）所要時間30分以上1時間未満の場合   

（4）所要時間1時間以上1時間30分未満の場合  

3 介護予防訪問看護費   

イ 指定介護予防訪問看護ステーションの場合   

（1）所要時間20分未満の場合   

（2）所要時間30分未満の場合   

（3）所要時間30分以上1時間未満の場合   

（4）所要時間1時間以上1時間30分未満の場合   

口 病院又は診療所の場合   

（1）所要時間20分未満の場合   

（2）所要時間30分未満の場合   

（3）所要時間30分以上1時間未満の場合   

（4）所要時間1時間以上1時間30分未満の場合   

285単位   

425単位   

830単位  

1，198単位  

230単位   

343単位   

550単位   

845単位  

285単位   

425単位   

830単位  

1，198単位  

230単位   

343単位   

550単位   

845単位  

注1 通院が困難な利用者（末期の悪性腫癌その他別に厚生労働大臣  

が定める疾病等の患者を除く。）に対して、その主治の医師の指  
示（指定介護予防訪問看護ステーション（指定介護予防サービス  
基準第63条第1項第1号に規定する指定介護予防訪問看護ステー  

ションをいう。以下同じ。）にあっては、主治の医師が交付した  

文書による指示）及び介護予防訪問看護計画書（指定介護予防サ  
ービス基準第73条第2項第2号に規定する介護予防訪問看護計画  

書をいう。以下同じ。）に基づき、指定介護予防訪問看護事業所   

注1 通院が困難な利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣  
が定める疾病等の患者を除く。）に対して、その主治の医師の指  
示（指定介護予防訪問看護ステーション（指定介護予防サービス  
基準第63条第1項第1号に規定する指定介護予防訪問看護ステー  

ションをいう。以下同じ。）にあっては、主治の医師が交付した  

文書による指示）及び介護予防訪問看護計画書（指定介護予防サ  
ービス基準第73条第2項第2号に規定する介護予防訪問看護計画  

書をいう。以下同じ。）に基づき、指定介護予防訪問看護事業所  
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（同項に規定する指定介護予防訪問看護事業所をいう。以下同じ。）   

の保健師、看護師、准看護師又は理学療法士、作業療法士若しく   

は言語聴覚士（以下「看護師等」という。）が、指定介護予防訪   

問看護（指定介護予防サービス基準第62条に規定する指定介護予   

防訪問看護をいう。以下同じ。）を行った場合に、現に要した時   

間ではなく、介護予防訪問看護計画書に位置付けられた内容の指   

定介護予防訪問看護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数   

を算定する（指定介護予防訪問看護の所要時間が20分未満であっ   

て、かつ、夜間若しくは早朝又は深夜に行われる場合は、イ（1）又   

はロ（1）の単位数を算定する。）。ただし、准看護師が指定介護予防   

訪問看護を行った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位   

数を算定し、指定介護予防訪問看護ステーションの理学療法士、   
作業療法士又は言語聴覚士が指定介護予防訪問看護を行った場合   
は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。   

イ 所要時間30分未満の場合  425単位   

口 所要時間30分以上1時間未満の場合  830単位  

2 夜間又は早朝に指定介護予防訪問看護を行った場合は、1回に   
つき所定単位数の100分の25に相当する単位数を所定単位数に加算   

し、深夜に指定介護予防訪問看護を行った場合は、1回につき所   
定単位数の100分の50に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

（同項に規定する指定介護予防訪問看護事業所をいう。以下同じ。）   

の保健師、看護師、准看護師又は理学療法士、作業療法士若しく   

は言語聴覚士（以下「看護師等」という。）が、指定介護予防訪   

問看護（指定介護予防サービス基準第62条に規定する指定介護予   

防訪問看護をいう。以下同じ。）を行った場合に、現に要した時   

間ではなく、介護予防訪問看護計画書に位置付けられた内容の指   
定介護予防訪問看護を行うのに要する標準的な時間で所定単位数   

を算定する（指定介護予防訪問看護の所要時間が20分未満であっ   

て、かつ、夜間若しくは早朝又は深夜に行われる場合は、イ（1）又   

はロ（1）の単位数を算定する。）。ただし、准看護師が指定介護予防   

訪問看護を行った場合は、所定単位数の100分の90に相当する単位   

数を算定し、指定介護予防訪問看護ステーションの理学療法士、   
作業療法士又は言語聴覚士が指定介護予防訪問看護を行った場合   

は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ所定単位数を算定する。   

イ 所要時間30分未満の場合  425単位   

口 所要時間30分以上1時間未満の場合  830単位  

2 夜間又は早朝に指定介護予防訪問看護を行った場合は、1回に   
つき所定単位数の100分の25に相当する単位数を所定単位数に加算   

し、深夜に指定介護予防訪問看護を行った場合は、1回につき所   
定単位数の100分の50に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

3 別に厚生労働大臣が定める基準を満たす場合であって、同時に  

，て】  

複数の看護師等が1人の利用者に対して指定介護予防訪問看護を  
行ったときは、次に掲げる区分に応じ、1回につきそれぞれの単  
位数を所定単位数に加算する。  

イ 所要時間30分未満の場合  254単位  

ロ 所要時間30分以上の場合  402単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ 同時に複数の看護師等により介護予防訪問看護を行うことにつ  
いて利用者又はその家族等の同意を得ている場合であって、次の  
いずれかに該当する場合   

① 利用者の身体的理由により1人の看護師等による介護予防訪問  
看護が困難と認められる場合   

② 暴力行為、著しい迷惑行為、器物破損行為等が認められる場合  
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③ その他利用者の状況等から判断して、①又は②に準ずると認め   

られる場合  

4 イ（4）及びロ（4）について、指定介護予防訪問看護に関し、特別  

な管理を必要とする利用者（別に厚生労働大臣が定める状態にあ  
るものに限る。以下同じ。）に対して、所要時間1時間以上1時  

間30分未満の指定介護予防訪問看護を行った後に引き続き指定介  
護予防訪問看護を行った場合であって、当該指定介護予防訪問看  
護の所要時間を通算した時間が1時間30分以上となるときは、1  
回につき300単位を所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める状態の内容は以下のとおり。   

○ 次のいずれかに該当する状態   

① 診療報酬の算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第  
一医科診療報酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」という。）  

に掲げる在宅自己腹膜濯流指導管理、在宅血液透析指導管理、在  

宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄  

養経菅栄養法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続陽圧呼  

吸療法指導管理、在宅悪性腫瘍患者指導管理、在宅自己療病管理  

指導管理、在宅肺高血圧症患者指導管理又は在宅気管切開患者指  
導管理を受けている状態   

② 気管カニュtレ、ドレーンチューブ又は留置カテーテルを使用  
している状態   

③ 人工肛門又は人工膜胱を設置している状態   

④ 真皮を越える裾療の状態  

旦 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問看   
護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在し   

ない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用され   

る事務所の看護師等が指定介護予防訪問看護を行った場合は、特   
別地域介護予防訪問看護加算として、1回につき所定単位数の100   
分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

旦 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定介護予防訪問看   
護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在し   

ない場合は、当該事務所を除く。）又はその一部として使用され   

る事務所の看護師等が指定介護予防訪問看護を行った場合は、特   
別地域介護予防訪問看護加算として、1回につき所定単位数の100   
分の15に相当する単位数を所定単位数に加算する。   
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6瀬‖こ厚生労働   
大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防訪問看護事業所（そ   

の一部として使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、   
当該事務所を除く」又はその一部として使用される事務所の看   

護師等が指定介護予防訪問看護を行った場合は、1回につき所定   
単位数の100分の10に相当する単位数を所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   
○ 厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成12年厚生省告示第22   

号）第2号のその他の地域であって、次のいずれかに該当する地   

域のうち厚生労働大臣が定める地域（平成12年厚生省告示第24号）  

に規定する地域を除いた地域   

① 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項  

に規定する豪雪地帯   

② 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等  

に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺  
地   

③ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域   
④ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の  572号）2条第1項に規定す  

促進に関する法律（平成年法律第第  
る特定農山村地域   

⑤ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   
1項に規定する過疎地域  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。   

○ 注6の厚生労働大臣が定める施設基準  

1月当たり延訪問回数が5回以下の指定介護予防訪問看護事業  

所であること  

7働こ厚生労働大臣   
が定める地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施   
地域（指定介護予防サービス基準第72条第5号に規定する通常の  

186   
－12－  



事業の実施地域をいう。）を越えて、指定介護予防訪問看護を行  

に相当する単位数  回につき所定単位数の100分の5   った場合は、1  

を所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 次のいずれかに該当する地域   

① 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定により  

指定された離島振興対策実施地域   

② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に  
規定する奄美群島   

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項  
に規定する豪雪地帯   

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等  
に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺  

地   

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定により  
指定された振興山村   

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律草79号）第2条  
第1項に規定する小笠原諸島   

⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域   

⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の  
促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す  

る特定農山村地域   

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   

1項に規定する過疎地域   

⑩ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に規  

定する離島  

邑 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道   
府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護ステーションが、利用   

者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して当該基準により2   
4時間連絡体制にあって、かつ、計画的に訪問することとなってい   
ない緊急時訪問を必要に応じて行う場合は、緊急時介護予防訪問   

別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  

府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護ステーションが、利用  

者の同意を得て、利用者又はその家族等に対して当該基準により2  
4時間連絡体制にあって、かつ、計画的に訪問することとなってい  
ない緊急時訪問を必要に応じて行う場合は、緊急時介護予防訪問  
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看護加算として、1月につき540単位を所定単位数に加算し、指定   

介護予防訪問看護を担当する医療機関（指定介護予防サービス基   
準第63条第1項第2号に規定する指定介護予防訪問看護を担当す   
る医療機関をいう。）が、利用者の同意を得て、計画的に訪問す   

ることとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う場合は、緊   

急時介護予防訪問看護加算として、1月につき290単位を所定単位   
数に加算する。  

旦 指定介護予防訪問看護に閲し特別な管理を必要とする利用者＿〔型   
に厚生労働大臣が定める状態にあるものに限る」に対して、指   

定介護予防訪問看護事業所が、指定介護予防訪問看護の実施に関   

する計画的な管理を行った場合は、特別管理加算として、1月に   
つき250単位を所定単位数に加算する。  

旦 指定介護予防訪問看護を利用しようとする者の主治の医師（介   
護老人保健施設の医師を除く。）が当該者が急性増悪等により一   

時的に頻回の指定介護予防訪問看護を行う必要がある旨の特別の   

指示を行った場合は、その指示の日から14日間に限って、介護予   

防訪問看護責は、算定しない。  

ヱ 

＿  

護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症   
対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問看護責は、   
算定しない。  

看護加算として、1月につき540単位を所定単位数に加算し、指定  
介護予防訪問看護を担当する医療機関（指定介護予防サービス基  
準第63条第1項第2号に規定する指定介護予防訪問看護を担当す  
る医療機関をいう。）が、利用者の同意を得て、計画的に訪問す  
ることとなっていない緊急時訪問を必要に応じて行う場合は、緊  

急時介護予防訪問看護加算として、1月につき290単位を所定単位  
数に加算する。   

旦 指定介護予防訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者に  
対して、指定介護予防訪問看護事業所が、指定介護予防訪問看護  

の実施に関する計画的な管理を行った場合は、特別管理加算とし  
て、1月につき250単位を所定単位数に加算する。  

ユ旦 指定介護予防訪問看護を利用しようとする者の主治の医師（介  
護老人保健施設の医師を除く。）が当該者が急性増悪等により一  
時的に頻回の指定介護予防訪問看護を行う必要がある旨の特別の  

指示を行った場合は、その指示の日から14日間に限って、介護予  
防訪問看護責は、算定しない。   

ユ1利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介  
護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症  
対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問看護責は、  

算定しない。  

ハ サービス提供体制強化加算  6単位  

注潤合しているものとして都道   

府県知事に届け出た指定介護予防訪問看護事業所が、利用者に対   
し、指定介護予防訪問看護を行った場合は、1回につき所定単位  
数を加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること   

① 当該指定介護予防訪問看護事業所のすべての看護師等に対し、  
看護師等ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修（外部に  

おける研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。   

② 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事  
項の伝達又は当該指定介護予防訪問看護事業所における看護師等  
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の技術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。  

③ 当該指定介護予防訪問看護事業所のすべての看護師等に対し、   

健康診断等を定期的に実施すること。  

④ 当該指定介護予防訪問看護事業所の看護師等の総数のうち、勤   
続年数3年以上の者の占める割合が100分の30以上であること。  

4 介護予防訪問リハビリテーション費（1日につき）  500単位  4 介護予防訪問リハビリテーション費   

イ 介護予防訪問リハビリテーション責（1回につき）  305単位  

注1 通院が困難な利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテー  
ション事業所（指定介護予防サービス基準第79条第1項に規定す  

る指定介護予防訪問リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）  

の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が、計画的な医学的管  

理を行っている医師の指示に基づき、指定介護予防訪問リハビリ  
テーション（指定介護予防サービス基準第78条に規定する指定介  
護予防訪問リハビリテーションをいう。以下同じ。）を行った場  

合に算定する。   

2 次に掲げるいずれの基準にも適合する指定介護予防訪問リハビ  

注1 通院が困難な利用者に対して、指定介護予防訪問リハビリテー  

ション事業所（指定介護予防サービス基準第79条第1項に規定す  
る指定介護予防訪問リハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）  

の理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この号において  
「理学療法士等」という。）が、計画的な医学的管理を行ってい  

る医師の指示に基づき、指定介護予防訪問リハビリテーション（指  
定介護予防サービス基準第78条に規定する指定介護予防訪問リハ  
ビリテtションをいう。以下同じ。）を行った場合に算定する。  

リテーション事業所について、リハビリテーションマネジメント  

加算として、1日につき20単位を所定単位数に加算する。  
イ 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の  

者が共同して、利用者ごとのリハビリテーション実施計画を作  

成していること。  

ロ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師の指示  

を受けた理学療法士、㈱去士又は言言吾聴覚士が指定介護予  

防訪問リハビリテーションを行っているとともに、利用者の状   
態を定期的に記録していること。  

ハ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期   
的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。  

二 指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の従業者が、指  

定介護予防支援事業者（法第58条第1項に規定する指定介護予  
防支援事業者をいう。以下同じ。）を通じて、指定介護予防訪  

問介護の事業その他の介護予防サービス事業に係る従業者に対  
して、リハビリテーションの観点から、日常生活上の留意点、  

介護の工夫等の情報を伝達していること  
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ハビリテーション事業所の理学療法士等が、  2 指定介護予防訪問リ   

別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、  
通常の事業の実施地域（指定介護予防サービス基準第82条第5号  

に規定する通常の事業の実施地域をいう」を越えて、指定介護  
予防訪問リハビリテーションを行った場合は、1回につき所定単  

位数の100分の5に相当する単位数を所定単位数に加算する。 

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   
○ 次のいずれかに該当する地域   

① 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定により  

指定された離島振興対策実施地域   

② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に  
規定する奄美群島   

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項  
に規定する豪雪地帯   

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等  
に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺  

地   

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定により  
指定された振興山村   

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第2条  
第1項に規定する小笠原諸島   

⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域、   

⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の   
促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す  
る特定農山村地域   

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   

1項に規定する過疎地域   

⑩ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に規  
定する離島  

3 羊Il用者に対して、当該利用者がリハビリテーションを必要とす   
る状態の原因となった疾患等の治療等のために入院又は入所した  

3 利用者に対して、当該利用者がリハビリテーションを必要とす   

る状態の原因となった疾患等の治療等のために入院又は入所した  
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病院若しくは診療所又は介護保険施設から退院又は退所した日（以  

下「退院（所）日」という。）又は法第32条第1項に規定する要  
支援認定を受けた日（以下「認定日」という。）から起算して3  
月以内の期間に集中的に指定介護予防訪問リハビリテーションを  

行った場合は、短期集中リハビリテーション実施加算として、1  
日につき200単位を所定単位数に加算する。   

病院若しくは診療所又は介護保険施設から退院又は退所した日（以  

下「退院（所）日」という。）又は法第32条第1項に規定する要  
支援認定を受けた日（以下「認定日」という。）から起算して3  
月以内の期間に集中的に指定介護予防訪問リハビリテーションを  

行った場合は、短期集中リハビリテーション実施加算として、1  
この場合にお   目につき200単位を所定単位数に加算する。ただし、  

いて、 リハビリテーションマネジメント加算を算定していない場   

合は、靭  

4 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介   
護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症   

対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問リハビリテ   

ーション費は、算定しない。  

4 利用者が介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介   
護若しくは介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知症   
対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防訪問リハビリテ  

ーション責は、算定しない。  
口湘 6単位 6単位   

草矧＝こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているものとして都道   

府県知事に届け出た指定介護予防訪問リハビリテーション事業所   
が、榔ションを行っ  

た場合は、1回につき所定単位数を加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  
当該指定介護予防訪問リハビリテーション事業所の指定介護予防   

訪問リハビリテーションを利用者に直接提供する理学療法士等のう   

ち、勤続年数3年以上の者がいること。  

5 介護予防居宅療養管理指導責   

イ 医師又は歯科医師が行う場合   

（1）介護予防居宅療養管理指導費（Ⅰ）   

（2）介護予防居宅療養管理指導責（Ⅱ）  

5 介護予防居宅療養管理指導責   
イ 医師又は歯科医師が行う場合   

（1）介護予防居宅療養管理指導費（Ⅰ）   

（2）介護予防居宅療養管理指導責（Ⅱ）  

500単位  

290単位  

500単位  

290単位  

注1 通院が困難な利用者に対して、指定介護予防居宅療養管理指   
導事業所（指定介護予防サービス基準第88条第1項に規定する  

指定介護予防居宅療養管理指導事業所をいう。以下同じ。）の  
医師又は歯科医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的   
かつ継続的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づき、指定介   
護予防支援事業者その他の事業者に対する介護予防サービス計  

注1通院が困難な利用者に対して、指定介護予防居宅療養管理指  
導事業所（指定介護予防サービス基準第88条第1項に規定する  

指定介護予防居宅療養管理指導事業所をいう。以下同じ。）の  
医師又は歯科医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的  
かつ継続的な医学的管理又は歯科医学的管理に基づき、指定介   
護予防支援事業者その他の事業者に対する介護予防サービス計  
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画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに   
限る。）並びに利用者若しくはその家族等に対する介護予防サ   
ービスを利用する上での留意点、介護方法等についての指導及   
び助言を行った場合に、1月に2回を限度として算定する。  

2（1）については、指定介護予防支援事業者等に対する情報提供   
を行わなかった場合は、1回につき100単位を所定単位数から減   

算する。  

3（1）については、（2）以外の場合に、（2）については、診療報酬の   

算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第一医科診療   

報酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」という。）の在宅時   
医学総合管理料を算定する利用者に対して、医師が、当該利用   
者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づ   

き、指定介護予防支援事業者その他の事業者に対する介護予防   
サービス計画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て   

行うものに限る。）を行った場合に、所定単位数を算定する。  

画の策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに  
限る。）並びに利用者若しくはその家族等に対する介護予防サ  

ービスを利用する上での留意点、介護方法等についての指導及  
び助言を行った場合に、1月に2回を限度として算定する。  

2（1）については、指定介護予防支援事業者等に対する情報提供  
を行わなかった場合は、1回につき100単位を所定単位数から減  

算する。  

3（1）については、（2）以外の場合に、（2）については、診療報酬の  

算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第一医科診療  

報酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」という。）の在宅時  
医学総合管理料又は特定施設入居時等医学総合管理料を算定す  
る利用者に対して、医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う  
計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、指定介護予防支援事  

業者その他の事業者に対する介護予防サービス計画の策定等に  

必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに限る。）を行  
った場合に、所定単位数を算定する。  

ロ 薬剤師が行う場合  

（1）病院又は診療所の薬剤師が行う場合   

ロ 薬剤師が行う場合  

（1）病院又は診療所の薬剤師が行う場合   

卜）月の1回目又は2回目の算定の場合   
仁）月の3回目以降の算定の場合  

（2）薬局の薬剤師が行う場合  

550単位  

300単位  

一 在室の利用者に対して行う場合 
（コ 居住系施設入居者等lこ対して行う場合  

（2）薬局の薬剤師が行う場合  

550単位  

385単位  

（－）月の1回目の算定の場合  H即 500単位   

叩 300単位  

注1 通院が困難な利用者に対して、指定介護予防居宅療養管理指  
導事業所の薬剤師が、医師又は歯科医師の指示（薬局の薬剤師  
にあっては、医師又は歯科医師の指示に基づき、当該薬剤師が  

策定した薬学的管理指導計画）に基づき、当該利用者の居宅を  
訪問し、薬学的な管理指導を行った場合に、1月に2回（薬局  

の薬剤師にあっては4回）を限度として算定する。ただし、別  
に厚生労働大臣が定める者に対して、当該利用者の居宅を訪問  

し、薬学的な管理指導を行った場合は、（1）仁）又は（2）仁）の場合に  

ついて、1週に2回、かつ、1月に8回を限度として算定する。  

（一）在宅の利用者に対して行う場合  卜即 500単位   

に）即 350単位  

注1（1）（一岬左（昭和3   
8年法律第133号）第20条の41こ規定する養護老人ホーム、剛去   

第20条の6に規定する軽責老人ホーム、同法第29条第1項lこ規   
定する有料老人ホーム若しくは高齢者の居住の安定確保に関す  
る法律施行規則（平成13年国土交通省令第115号）第3条第6号   

に規定する高齢者専用賃貸住宅に入居若しくは入所している者   

又は法第8条の2第16項に規定する介護予防小規模多機能型居   

宅介護（指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備   
及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予   

防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年厚生労   

働省令第36号）輝こ限る。）   
若しくはさ去第8条の2第17項に規定する介護予防認知症対応型   
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共同生活介護を受けている者（以下「居住系施設入居者等」と  
いう㈱ユ及  

びて：2二こについては、居住系施設入居者等であって通院が困難な  

ものに対して、指定介護予防居宅療養管理指導事業所の薬剤師  
が、匝蜘（薬局の薬剤師lこあっては、医師  
又は歯科医師の指示に基づき、当該薬剤師が策定した薬学的管  理指導計画）㈱削酎旨  
導を行い、麟供を行った場合  

につき、1月に2回（薬局の薬剤師にあっては4回）を限度と  

。ただし、薬局の薬剤師にあっては、別に厚生労  して算定する   

働大臣が定める者に対して、瑚し、薬学的な管  

理指導を行った場合は、1週lこ2回、力、つ、り引こ8回を限度  
として算定する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める者の内容は以下のとおり   

○ 末期の悪性腫瘍の者   

○ 中心静脈栄養を受けている者  

2 痺痛緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤の投薬   

が行われている在宅の利用者又は居住系施設入居者等に対して、   

当該薬剤の使用に関する必要な薬学的管理指導を行った場合は、  
1回につき100単位を所定単位数に加算する。  

2 居宅において痺痛緩和のために別に厚生労働大臣が定める特  

別な薬剤の投薬が行われている利用者に対して、当該薬剤の使  
用に関する必要な薬学的管理指導を行った場合は、1回につき1  
00単位を所定単位数に加算する。  

ハ 管理栄養士が行う場合  ハ 管理栄養士が行う場合   

：1）在宅の利用者に対して行う場合  

530単位  

530単位  

こ2：居住系施設入居者等に対して行う場合  450単位  

注 通院又は通所が困難な在宅の利用者又は居住系施設入居者等に   
対して、次に掲げるいずれの基準にも適合する指定介護予防居宅   

療養管理指導事業所の管理栄養士が、計画的な医学的管理を行っ   
ている医師の指示に基づき、当該利用者を訪問し、栄養管理に係   

る情報提供及び指導又は助言を行った場合に、1月に2回を限度   

として算定する。   

イ 別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする利用者又は低  

栄養状態にあると医師が判断した者に対して、医師、歯科医師、   

注 通院又は通所が困難な剋旦董に対して、次に掲げるいずれの基   
準にも適合する指定介護予防居宅療養管理指導事業所の管理栄養   
士が、計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基づき」＿当   

該利用者の居宅を訪問し、栄養管理に係る情報提供及び指導又は   
助言を行った場合に、1月に2回を限度として算定する。  

イ 別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする利用者又は低  

栄養状態にあると医師が判断した者に対して、医師、歯科医師、  
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管理栄養士、看護師、薬剤師その他の職種の者が共同して、利   
用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計   
画を作成していること。  

口 利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと   

もに、利用者又はその家族等に対して、栄養管理に係る情報提   
供及び指導又は助言を行い、利用者の栄養状態を定期的に記録   
していること。  

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必   
要に応じて当該計画を見直していること。  

管理栄養士、看護師、薬剤師その他の職種の者が共同して、利   
用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計   
画を作成していること。  

ロ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと   

もに、利用者又はその家族等に対して、栄養管理に係る情報提   

供及び指導又は助言を行い、利用者の栄養状態を定期的に記録   
していること。  

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必   
要に応じて当該計画を見直していること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める特別食の内容は以下のとおり。  

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提   
供された適切な栄養量及び内容を有する腎臓病食、肝臓病食、糖尿   

病食、胃潰瘍食、貧血食、陣臓病食、脂質異常症食、痛風食、瞭下   

困難者のための流動食、経菅栄養のための濃厚流動食及び特別な場   
合の検査食（単なる流動食及び軟食を除く。）   

歯科衛生士等が行う場合  350単位  歯科衛生士等が行う場合  （1）御 350単位  （2）即 300単位  

注 通院又は適所が困難な在宅の利用者又は居住系施設入居者等に   
対して、次に掲げるいずれの基準にも適合する指定介護予防居宅   

療養管理指導事業所の歯科衛生士、保健師又は看護職員が、当該   

利用者に対して訪問歯科診療を行った歯科医師の指示に基づき、   

当該利用者を訪問し、実地指導を行った場合に、1月に4回を面   
度として算定する。   

イ 介護予防居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が判断し  
た者（その実施に同意する者に限る。）に対して、歯科衛生士、   

保健師又は看護職員が、当該利用者を訪問し、歯科医師、歯科  
衛生士その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔衛生状  

態及び摂食・噴下機能に配慮した管理指導計画を作成している  
こと。   

口 利用者ごとの管理指導計画に従い療養上必要な指導として当  

注 通院又は通所が困難な型眉墨に対して、次に掲げるいずれの基   

準にも適合する指定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯科衛生   
士、保健師又は看護職員が、当該利用者に対して訪問歯科診療を   

行った歯科医師の指示に基づき、当該利用者の居宅を訪問し、実   

地指導を行った場合に、1月に4回を限度として算定する。  

イ 介護予防居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が判断し  
た者（その実施に同意する者に限る。）に対して、歯科衛生士、  
保健師又は看護職員が、当該利用者の居宅を訪問し、歯科医師、  
歯科衛生士その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔衛  

生状態及び摂食・噴下機能に配慮した管理指導計画を作成して  
いること。   

ロ 利用者ごとの管理指導計画に従い療養上必要な指導として当  
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該利用者の口腔内の清掃、有床義歯の清掃又は摂食・噴下機能  
に関する実地指導を行っているとともに、利用者又はその家族  

等に対して、実地指導に係る情報提供及び指導又は助言を行い、  
定期的に記録していること。  

ハ 利用者ごとの管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し、必  

要に応じて当該計画を見直していること。  

ホ働 400単位 400単位   

注1 通院が困難な利用者であって、医師が看護職員lこよる介護予防  
居宅療養管理指導が必要であると判断した者に対して、指定介護  

予防居宅療養管理指導事業所の看護職員が当該利用者を訪問し、  
療養上の相談及び支援を行った場合は、法第32条lこ規定する要支  

援認定、碑去第33条の2  
に規定する要支援状態区分の変更の認定に伴い作成された介護予  
防サービス計画に基づく指定介護予防サービス（法第53条第1項  

脚、  

らの2月の間に1回を限度として算定する。ただし、准看護師が  
指定介護予防居宅療養管理指導を行った場合は、所定単位数の100  
分の90に相当する単位数を算定する。   

2瀬院している場合若しくは定期的lこ訪問診療  
を受けている場合又は利用者が介護予防訪問看護、介護予防訪問  
リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、■介護予防短期  

入所療養介護、瑚若しくは介護予  

防認知症対応型共同生活介護を受けている間は、算定しない。  

6 介護予防通所介護費（1月につき）   

イ 介護予防通所介護責  

該利用者の口腔内の清掃、有床義歯の清掃又は摂食・瞭下機能   

に関する実地指導を行っているとともに、利用者又はその家族   
等に対して、実地指導に係る情報提供及び指導又は助言を行い、   
定期的に記録していること。  

ハ 利用者ごとの管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し、必   
要に応じて当該計画を見直していること。  

6 介護予防通所介護責（1月につき）   

イ 介護予防通所介護責   

（1）要支援1   

（2）要支援2  

2，226単位  

4，353単位  

（1）要支援1  

（2）要支援2  

2，226単位  

4．353単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  

て都道府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所（指定  
介護予防サービス基準第97条第1項に規定する指定介護予防適  

所介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護予防適  
所介護（指定介護予防サービス基準第96条に規定する指定介護  

予防適所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、利用者の  
要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。た  

だし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとし  

て都道府県知事に届け出た指定介護予防適所介護事業所（指定   
介護予防サービス基準第97条第1項に規定する指定介護予防通   

所介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護予防通  
所介護（指定介護予防サービス基準第96条に規定する指定介護  

予防適所介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、利用者の  
要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。た  
だし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に  
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厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大  
臣が定めるところにより算定する。   

厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大   
臣が定めるところにより算定する。  2灘（指   
定介護予防サービス基準第97条第1項に規定する介護予防通所   

介護従業者をいう」が、別lこ厚生労働大臣が定める地域lこ居  
住している利用者に対して、嘩（指定介護   
予防サービス基準第101条第6号に規定する通常の事業の実施地   

域をいう。）を越えて、指定介護予防通所介護を行った場合は、  

1月につき所定単位数の100分の5に相当する単位数を所定単位   
数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 次のいずれかに該当する地域   

① 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定により  
指定された離島振興対策実施地域   

② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に  
規定する奄美群島   

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項  
に規定する豪雪地帯   

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等  

に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺  
地   

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定により  
指定された振興山村   

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第2条  
第1項に規定する小笠原諸島   

⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域   

⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の   
促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す  
る特定農山村地域   

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   
1項に規定する過疎地域   

⑩ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に規  
定する離島  
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3 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都  

道府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所において、  

若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政令第412号）  

第2条第6号に規定する初老期における認知症によって法第7  
条第4項に規定する要支援者となった者をいう。以下同じ。）  

に対して指定介護予防適所介護を行った場合には、若年性認知  

症利用者受入加算として、1月につき240単位を所定単位数に加  
算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

受け入れた若年性認知症利用者（介護保険法施行令（平成10年政   

令第412号）第2条第6号に規定する初老期における認知症によって   
法第7条第3項に規定する要介護者となった者をいう。）ごとに個   
別の担当者を定めていること。  

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規  

模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介  

護を受けている間は、介護予防適所介護費は、算定しない。   

旦 利用者が－の指定介護予防通所介護事業所において指定介護  

予防通所介護を受けている間は、当該指定介護予防通所介護事  
業所以外の指定介護予防適所介護事業所が指定介護予防通所介  
護を行った場合に、介護予防通所介護責は、算定しない。  

ロ アクティビティ実施加算  53単位   

注 利用者に対して、当該利用者の心身の状況、希望及びその置か  

れている環境を踏まえて作成された計画に基づき、アクティビテ  

ィ（集団的に行われるレクリエーション、創作活動等の機能訓練  
をいう。）を行った場合は、1月につき所定単位数を加算する。  
ただし、この場合において、同月中にハの運動器機能向上加算、  

二の栄養改善加算又はホの口腔機能向上加算のいずれかを算定し  

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規  
模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介  

護を受けている間は、介護予防通所介護責は、算定しない。   

旦 利用者が－の指定介護予防通所介護事業所において指定介護  

予防通所介護を受けている間は、当該指定介護予防通所介護事  
業所以外の指定介護予防通所介護事業所が指定介護予防通所介  

護を行った場合に、介護予防適所介護責は、算定しない。  

ロ アクティビティ実施加算  81単位  

注 利用者に対して、当該利用者の心身の状況、希望及びその置か   

れている環境を踏まえて作成された計画に基づき、アクティビテ   
ィ（集団的に行われるレクリエーション、創作活動等の機能訓練   
をいう。）を行った場合は、1月につき所定単位数を加算する。   

ただし、この場合において、ハの運動器機能向上加算、二の栄養   

改善加算又はホの口腔機能向上加算に係る届出を行っている場合  

ている場合にあっては算定しない。  は算定しなし㌔  

ハ 運動器機能向上加算  ハ 運動器機能向上加算  225単位   225単位  
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注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的   
に実施される機能訓練であって、利用者の心身の状態の維持又は   
向上に資すると認められるもの（以下この注において「運動器機   

能向上サービス」という。）を行った場合は、1月につき所定単   

位数を加算する。   

イ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法  

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ  
指圧師（以下この注において「理学療法士等」という。）を1  
名以上配置していること。   

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、理学療法士等、  
介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、運動器機  

能向上計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い理学療法士等、経験  

のある介護職員その他の職種の者が運動器機能向上サービスを  
行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に記録し  
ていること。   

二 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価  

すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所介護事業所であること。   

栄養改善加算  100単位  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的   
に実施される機能訓練であって、利用者の心身の状態の維持又は   
向上に資すると認められるもの（以下この注において「運動器機   

能向上サービス」という。）を行った場合は、1月につき所定単   
位数を加算する。   

イ 専ら機能訓練指導員の職務に従事する理学療法士、作業療法  

士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ  
指圧師（以下この注において「理学療法士等」という。）を1  
名以上配置していること。   

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、理学療法士等、  
介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、運動器機  

能向上計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い理学療法士等、経験  

のある介護職員その他の職種の者が運動器機能向上サービスを  
行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に記録し  
ていること。   

二 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価  

すること。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
適所介護事業所であること。   

栄養改善加算  150単位  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、   
個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者   
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ   

の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、  

1月につき所定単位数を加算する。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護  

職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利  

用者ごとの摂食・疇下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  
画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、   
個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者   
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ   

の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、  

1月につき所定単位数を加算する。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士、看護  

職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利  

用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  
画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ   
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－ビスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記   
録していること。  

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ   

と。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記   
録していること。  

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ   
と。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所介護事業所であること。  

ホ 口腔機能向上加算  

通所介護事業所であること。  

ホ 口腔機能向上加算  150単位   100単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある  
利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個  

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・噴下機  

能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状  
態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい  
て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  

つき所定単位数を加算する。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  

ること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科  

衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が  

共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成して  
いること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、  

歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っている  
とともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  

二 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所介護事業所であること。  

へ 事業所評価加算  100単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  
府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所において、評価  

対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の  

属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数を加算する。  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  
知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある  

利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個  

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・疇下機   

能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状  
態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい  

て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  

つき所定単位数を加算する。  

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  
ること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科  
衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が  

共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成して  
いること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、  

歯科衛生士又は看護職員が口腔機能向上サービスを行っている  
とともに、利用者の口腔機能を定期的に記録していること。  

二 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所介護事業所であること。  

へ 事業所評価加算  100単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  

府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所において、評価  

対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）の満了日の   

属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数を加算する。  
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※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   
二十八 介護予防適所介護費及び介護予防適所リハビリテーション  

真における事業所評価加算の基準  

イ・ロ （略）   

ハ（2）の規定により算定した数を（1）に規定する数で除して得た数  

が0，7以上であること。  

（1）評価対象期間において、当該指定介護予防通所介護事業所  

又は当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所の提供  
する選択的サービスを3月間以上利用し、かつ、当該サービ  
スを利用した後、法第33条第2項に基づく要支援更新認定又  
は法第33条の2第1項に基づく要支援状態区分の変更の認定  

（以下「要支援更新認定等」という。）を受けた者の数  
（2）選択的サービスを利用した後、評価対象期間に行われる要  

支援更新認定等において、当該要支援更新認定等の前の要支  

援状態区分と比較して、要支援状態区分に変更がなかった者  
（指定介護予防支援事業者が介護予防サービス計画に定める目  

標に照らし、当該介護予防サービス事業者によるサービスの  

提供が終了したと認める者に限る。）の数に、要支援更新認定  

等の前の要支援状態区分が要支援2の看であって、要支援更  
新認定等により要支援1と判定されたもの又は要支援更新認  
定等の前の要支援状態区分が要支援1の看であって、要支援  

更新認定等により非該当と判定されたものの人数及び要支援  
更新認定等の前の要支援状態区分が要支援2の看であって、  
要支援更新認定等において非該当と判定されたものの人数の  
合計数に2を乗じて得た数を加えたもの  

ト サービス提供体制強化加算  

注 矧‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合しているものとして都道   

府県知事に届け出た指定介護予防通所介護事業所が利用者に対し   

指定介護予防通所介護を行った場合は、輝こ   

従い、利用者の要支援状態区分に応じて1月につき次に掲げる所   

定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定  
している場合においては、  次に掲げるその他の加算は算定しない。  

（1）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  
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些里些  

準星位   

空拳堕  

48単位   

要支援1 
要支援2 

（2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

要支援1  

要支援2  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① 当該指定介護予防通所介護事業所の介護職員の総数のうち、  
介護福祉士の占める割合が100分の40以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

① 当該指定介護予防通所介護事業所の指定介護予防通所介護を  

利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤続年数3年以上の  
者の占める割合が100分の30以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること  

7 介護予防適所リハビリテーション責（1月につき）   
イ 介護予防通所リハビリテーション費   

（1）要支援1   

（2）要支援2  

7 介護予防通所リハビリテーション責（1月につき）   
イ 介護予防通所リハビリテーション責   

（1）要支援1   

（2）要支援2  

2，496単位  

4，880単位  

2，496単位  

4，880単位  

注1 指定介護予防適所リハビリテーション事業所（指定介護予防  
サービス基準第117条第1項に規定する指定介護予防通所リハビ   

リテーション事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護  
予防適所リハビリテーション（指定介護予防サービス基準第116  
条に規定する指定介護予防適所1」ハビリテーションをいう。以  

下同じ。）を行った場合に、利用者の要支援状態区分に応じて、  

それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は医師、  

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員若しくは介護  

注1 指定介護予防適所リハビリテーション事業所（指定介護予防  
サービス基準第117条第1項に規定する指定介護予防通所リハビ   

リテーション事業所をいう。以下同じ。）において、指定介護  
予防通所リハビリテーション（指定介護予防サービス基準第116  
条に規定する指定介護予防通所リハビリテーションをいう。以  

下同じ。）を行った場合に、利用者の要支援状態区分に応じて、  

それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用者の数又は医師、  

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員若しくは介護  
職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、  

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

2において「理学療法士等」という。）   職員（以下この注1及び注  

の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別   

に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。  

2 指定介護予防通所リハビリテーション事業所の理学療法士等   
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が、別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対  

して、通常の事業の実施地域（指定介護予防サービス基準第1銅  

条第6号に規定する通常の事業の実施地域をいう。）を越えL  
指定介護予防通所リハビリテーションを行った場合は、1月に  
つき所定単位数の100分の5に相当する単位数を所定単位数に加  
算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 次のいずれかに該当する地域   

① 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定により  

指定された離島振興対策実施地域   

② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に  
規定する奄美群島   

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項  
に規定する豪雪地帯   

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等  
に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺  
地   

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定により  
指定された振興山村   

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第2条  
第1項に規定する小笠原諸島   

⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域   
⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の   

促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す  
る特定農山村地域   

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   

1項に規定する過疎地域   

⑯ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に規  

定する離島  

3 矧‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適■合しているものとして都  

i董府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事  
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業所において、若年性認知症利用者に対して指定介護予防適所  

リハビリテーションを行った場合には、若年性認知症利用者受  

入加算として、1月につき240単位を所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めている   

こと。   

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規  

模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介  
護を受けている間は、介護予防通所リハビリテーション費は、  

算定しない。   

旦 利用者が－の指定介護予防適所リハビリテーション事業所に  

おいて指定介護予防通所リハビリテーションを受けている間は、  

当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所以外の指定介  
護予防適所リハビリテーション事業所が指定介護予防適所リハ  
ビリテーションを行った場合に、介護予防通所リハビリテーシ  

ョン責は、算定しない。  

口 運動器機能向上加算  225単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  

知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的  
に実施されるリハビリテーションであって、利用者の心身の状態  
の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注において  

「運動器機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  

つき所定単位数を加算する。  

イ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この注におい  
て「理学療法士等」という。）を1名以上配置していること。  

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、医師、理学療  

法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同して、運  
動器機能向上計画を作成していること。  

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い医師又は医師の指示  
を受けた理学療法士等若しくは看護職員が運動器機能向上サー  
ビスを行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に  

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防小規  
模多機能型居宅介護若しくは介護予防認知症対応型共同生活介  
護を受けている間は、介護予防通所リハビリテーション責は、  

算定しない。   

旦 利用者が－の指定介護予防適所リハビリテーション事業所に  
おいて指定介護予防通所リハビt」テーションを受けている間は、  

当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所以外の指定介  
護予防通所リハビリテーション事業所が指定介護予防通所リハ  
ビリテーションを行った場合に、介護予防通所リハビリテーシ  

ョン費は、算定しない。  

ロ 運動器機能向上加算  225単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  

知事に届け出て、利用者の運動器の機能向上を目的として個別的  
に実施されるリハビリテーションであって、利用者の心身の状態  
の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注において  

「運動器機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に  

つき所定単位数を加算する。  

イ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士（以下この注におい  

て「理学療法士等」という。）を1名以上配置していること。  

ロ 利用者の運動器の機能を利用開始時に把握し、医師、理学療  

法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同して、運  
動器機能向上計画を作成していること。  

ハ 利用者ごとの運動器機能向上計画に従い医師又は医師の指示  
を受けた理学療法士等若しくは看護職員が運動器機能向上サー  
ビスを行っているとともに、利用者の運動器の機能を定期的に  
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記録していること。  

ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価  

すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所リハビリテーション事業所であること。  

ハ 栄養改善加算  100単位  

記録していること。  

ニ 利用者ごとの運動器機能向上計画の進捗状況を定期的に評価  

すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  

通所リハビリテーション事業所であること。  

ハ 栄養改善加算  150単位  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て（低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   

利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、   
個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者   
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ   

の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、  

1月につき所定単位数を加算する。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養士、  

理学療法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同し   

て、利用者ごとの摂食・噴下機革及び食形態にも配慮した栄養  
ケア計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  
ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。   

二 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ  
と‥   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
適所リハビリテーション事業所であること。   

口腔機能向上加算  100単位  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の低栄養状態の改善等を目的として、   
個別的に実施される栄養食事相談等の栄養管理であって、利用者   
の心身の状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下こ   

の注において「栄養改善サービス」という。）を行った場合は、  

1月につき所定単位数を加算する。   

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。   

ロ 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、医師、管理栄養士、  

理学療法士等、看護職員、介護職員その他の職種の者が共同し  

て、利用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養  
ケア計画を作成していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士等が栄養改善サ  

ービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定期的に記  
録していること。   

ニ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価するこ  
と。   

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
通所リハビリテーション事業所であること。   

口腔機能向上加算  150単位  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある   

利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個   

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・噴下機   
能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状   
態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい   

て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に   
つき所定単位数を加算する。   

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て、口腔機能が低下している又はそのおそれのある   
利用者に対して、当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個   

別的に実施される口腔清掃の指導若しくは実施又は摂食・囁下機   
能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の状   
態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注におい   

て「口腔機能向上サービス」という。）を行った場合は、1月に   

つき所定単位数を加算する。   

イ 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を1名以上配置してい  
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ること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、  
言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員その他の職種の  
者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成  
していること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師若  

しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看護職員又  

は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サービス  
を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録して  
いること。  

二 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
適所リハビリテーション事業所であること。  

ホ 事業所評価加算  100単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  

府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所  
において、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）  

の満了日の属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数  
を加算する。  

ること。  

ロ 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、医師、歯科医師、  
言語聴覚士、歯科衛生士、看護職員、介護職員その他の職種の  
者が共同して、利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画を作成  
していること。  

ハ 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い医師、医師若  

しくは歯科医師の指示を受けた言語聴覚士若しくは看護職員又  
は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が口腔機能向上サービス  
を行っているとともに、利用者の口腔機能を定期的に記録して  
いること。  

二 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的  
に評価すること。  

ホ 別に厚生労働大臣の定める基準に適合している指定介護予防  
適所リハビリテーション事業所であること。  

ホ 事業所評価加算  100単位   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  

府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所  
において、評価対象期間（別に厚生労働大臣が定める期間をいう。）  

の満了日の属する年度の次の年度内に限り1月につき所定単位数  
を加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

二十八 介護予防通所介護責及び介護予防通所リハビリテーション  

責における事業所評価加算の基準  

イ・口 （略）  

ハ（2）の規定により算定した数を：1つに規定する数で除して得た数  

が0．7以上であるこL  

（1）評価対象期間において、当該指定介護予防通所介護事業所  
又は当該指定介護予防適所リハビリテーション事業所の提供  
する選択的サービスを3月間以上利用し、かつ、当該サービ  
スを利用した後、法第33条第2項に基づく要支援更新認定又  
は法第33条の2第1項に基づく要支援状態区分の変更の認定  

（以下「要支援更新認定等」という。）を受けた者の数  

2、選択的サービスを利用した後、評価対象期間に行われる要  

205   
－31－  



支援更新認定等において、当該要支援更新認定等の前の要支  

援状態区分と比較して、要支援状態区分に変更がなかった者  

（指定介護予防支援事業者が介護予防サービス計画に定める目  

標に照らし、当該介護予防サービス事業者によるサービスの  

提供が終了したと認める者に限る。）の数に、要支援更新認定  
等の前の要支援状態区分が要支援2の看であって、要支援更  
新認定等により要支援1と判定されたもの又は要支援更新認  

定等の前の要支援状態区分が要支援1の看であって、要支援  
更新認定等により非該当と判定されたものの人数及び要支援  
更新認定等の前の要支援状態区分が要支援2の看であって、  
要支援更新認定等において非該当と判定されたものの人数の  

合計数に2を乗じて得た数を加えたもの  

ヘ サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  

府県知事に届け出た指定介護予防通所リハビリテーション事業所  
が、利用者に対し、指定介護予防適所リハビリテーションを行っ  

た場合は、輝こ従い、利用者の要支援状態区  

分に応じて1月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし 
次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に  

掲げるその他の加算は算定しない。  

（1）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

些些些  

96単位  

要支援1  

要支援2  

㈲ サービス提供体制強化姐算（Ⅱ）   

要支援1 24単位   

要支援2  48単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① 当該指定介護予防通所リハビリテーション事業所の介護職員  

の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の40以上である  

こと  
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② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること  
○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   

① 当該指定介護予防適所リハビリテーション事業所の指定介護  

予防通所リハビリテーションを利用者に直接提供する職員の総  
数のうち、勤続年数3年以上の者の占める割合が100分の30以上  
であること   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること  

8 介護予防短期入所生活介護費（1日につき）   
イ 介護予防短期入所生活介護費   

（1）単独型介護予防短期入所生活介護責  

（－）単独型介護予防短期入所生活介護責（Ⅰ）  a㈲ 
b 要支援2  

8 介護予防短期入所生活介護責（1日につき）   

イ 介護予防短期入所生活介護費   

（1）単独型介護予防短期入所生活介護費  

卜）単独型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  a㈲  
b 要支援2  

甲声単位  

597単位  

492単位  

611単位  

仁）単独型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）   

旦閻 536単位   

b 要支援2  667単位  

（二）単独型介護予防短期入所生活介護責（Ⅱ）   a㈲ 522単位   

b 要支援2  653単位  

（2）併設型介護予防短期入所生活介護費   

卜）併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  a㈲  
b 要支援2  

（2）併設型介護予防短期入所生活介護責  

（－）併設型介護予防短期入所生活介護責（Ⅰ）  a㈲  
b 要支援2  

450単位  

563単位  

鱒4単位  

577単位  

（コ 併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）   a 要支援1  a㈲ 514単位   

b 要支援2  633単位  

仁）併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）   a㈲ 500単位   

b 要支援2  619単位  

ロ ユニット型介護予防短期入所生活介護責  

（1）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費   

（－）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護責（Ⅰ）  a㈲  
b 要支援2  

ロ ユニット型介護予防短期入所生活介護責  
（1）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費   

（－）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護責（Ⅰ）  a㈲  b㈲   
（二）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護責（Ⅱ）  a㈲  b㈲  

（2）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費   

（－）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  

557単位  

鱒1単位   

557単位  

681単位  

571単位  

695単位  

亡）単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）   a㈲ 571単位   

b 要支援2  695単位  

（2）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費  

（－）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）  
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a 要支援1  
b 要支援2  

540単位  

671単位   

540単位  

a㈲   b㈲  
仁）併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護責（Ⅱ）   

a 要支援1  

526単位  

657単位  

（コ 併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）   

a 要支援1  526単位  b㈲ 657単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚  

生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を  
満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入  
所生活介護事業所（指定介護予防サービス基準第129条第1項に  

規定する指定介護予防短期生活介護事業所をいう。以下同じ。）   

（同条第2項の規定の適用を受けるもの及び同条第4項に規定  
する併設事業所を含む。）において、指定介護予防短期入所生  
活介護（指定介護予防サービス基準第128条に規定する指定介護  
予防短期入所生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、  

当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準  

に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それ  

ぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤  

務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分の  

97に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又は介護職  
員若しくは看護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に  
該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定  

する。   

2 ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな  

い場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数  

を算定する。   

3 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を   
1名以上配置しているもの（利用者の数（指定介護予防サービ  

ス基準第129条第2項の規定の適用を受ける指定介護予防短期入  
所生活介護事業所又は同条第4項に規定する併設事業所である  
指定介護予防短期入所生活介護事業所にあっては、利用者の数  
及び同条第2項の規定の適用を受ける特別養護老人ホーム又は  
指定介護予防サービス基準第132条第4項に規定する併設本体施  
設の入所者又は入院患者の数の合計数。以下この注において同  

じ。）が100を超える指定介護予防短期入所生活介護事業所にあ  

っては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法  

b㈲ 671単位  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚  

生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を  
満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入  
所生活介護事業所（指定介護予防サービス基準第129条第1項に  

規定する指定介護予防短期生活介護事業所をいう。以下同じ。）  
（同条第2項の規定の適用を受けるもの及び同条第4項に規定  

する併設事業所を含む。）において、指定介護予防短期入所生  
活介護（指定介護予防サービス基準第128条に規定する指定介護  
予防短期入所生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、  

当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準  

に掲げる区分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それ  

ぞれ所定単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤  

務条件に関する基準を満たさない場合は、所定単位数の100分の  

97に相当する単位数を算定する。なお、利用者の数又は介護職  
員若しくは看護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に  
該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定  

する。   

2 ロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな  

い場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数  

を算定する。   

3 専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士等を   
1名以上配置しているもの（利用者の数（指定介護予防サービ  

ス基準第129条第2項の規定の適用を受ける指定介護予防短期入  
所生活介護事業所又は同条第4項に規定する併設事業所である  

指定介護予防短期入所生活介護事業所にあっては、利用者の数  
及び同条第2項の規定の適用を受ける特別養護老人ホーム又は  
指定介護予防サービス基準第132条第4項に規定する併設本体施  

設の入所者又は入院患者の数の合計数。以下この注において同  

じ。）が100を超える指定介護予防短期入所生活介護事業所にあ  

っては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法   
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士等を1名以上配置し、かつ、理学療法士等である従業者を機  
能訓練指導員として常勤換算方法（指定介護予防サービス基準  
第2条第7号に規定する常勤換算方法をいう。介護予防特定施  
設入居者生活介護費の注2において同じ。）で利用者の数を100  

で除した数以上配置しているもの）として都道府県知事に届け  
出た指定介護予防短期入所生活介護事業所について、1日につ  
き12単位を所定単位数に加算する。  

士等を1名以上配置し、かつ、理学療法士等である従業者を機  

能訓練指導員として常勤換算方法（指定介護予防サービス基準  

第2条第7号に規定する常勤換算方法をいう。介護予防特定施  

設入居者生活介護費の注2において同じ。）で利用者の数を100  

で除した数以上配置しているもの）として都道府県知事に届け  

出た指定介護予防短期入所生活介護事業所について、1日につ  

き12単位を所定単位数に加算する⊂  

4 医師  姐L遷墾塵」遥遠運  条第16項に規定する認知症をいう  

遡馳塁上担⊥重量竺些竺  以下同じ。）の行動  

活が困難であり、緊急に指定介護予防  短興A堕皇連出筆を利用  

することが適当であると判断した者に対し、指定介護予防短期  
入所生活介護を行った場合は、利用を開始した日から起算して  

7日を限度土ゝ王⊥⊥旦」三遡担堅塁旦重量睾  位数に加算する  

5 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都  
道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所生活介護事業所に  
鎚壬L董卓＿堕選墾塵旦1男  者に対して指定介護予防短期入所生  

活介護を行った場今週  者受入加算として  

1日につき120単位を所定単位  勢L三迦異才一るヱ」壬だ上、注4重量  
定している場合は算定しない。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めている   

こと。  

生 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うこ   
とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介護予   

防短期入所生活介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に   
つき184単位を所定単位数に加算する。  

旦 次のいずれかに該当する者に対して、単独型介護予防短期入   

所生活介護費又は併設型介護予防短期入所生活介護責を支給す   

る場合は、それぞれ、単独型介護予防短期入所生活介護責（Ⅱ）   

又は併設型介護予防短期入所生活介護責（Ⅱ）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が  

巨 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うこ   
とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介護予   

防短期入所生活介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に   
つき184単位を所定単位数に加算する。  

1 次のいずれかに該当する者に対して、単独型介護予防短期入   

所生活介護費又は併設型介護予防短期入所生活介護費を支給す   

る場合は、それぞれ、単独型介護予防短期入所生活介護責（Ⅱ）   

又は併設型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が  
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判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室  

を利用する者   

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況  

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利  
用の必要があると医師が判断した者  

旦 指定介護予防サービス基準第129条第2項の規定の適用を受け   

る指定介護予防短期入所生活介護事業所に係る注3の規定によ   
る届出については、指定施設サービス等に要する費用の額の算   

定に関する基準（平成12年厚生省告示第21号）別表指定施設サ   
ービス等介護給付費単位数表（以下「指定施設サービス等介護   

給付費単位数表」という。）の規定により、注3の規定による   
届出に相当する介護福祉施設サービスに係る届出があったとき   

は、注3の規定による届出があったものとみなす。  

旦 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所生活介   
護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受けた   

指定介護予防短期入所生活介護については、介護予防短期入所   
生活介護費は、算定しない。   

判断した者  

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室  

を利用する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況  

に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利  
用の必要があると医師が判断した者   

旦 指定介護予防サービス基準第129条第2項の規定の適用を受け  

る指定介護予防短期入所生活介護事業所に係る注3の規定によ  
る届出については、指定施設サービス等に要する車用の額の算  

定に関する基準（平成12年厚生省告示第21号）別表指定施設サ  
ービス等介護給付費単位数表（以下「指定施設サービス等介護  

給付費単位数表」という。）の規定により、注3の規定による  
届出に相当する介護福祉施設サービスに係る届出があったとき  
は、注3の規定による届出があったものとみなす。   

ヱ 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所生活介  
護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受けた  
指定介護予防短期入所生活介護については、介護予防短期入所  
生活介護費は、算定しない。  

ハ 栄養管理体制加算  
（1）● 管理栄養士配置加算  12単位  

（2）栄養士配置加算  10単位  

注1（1）については、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも  

のとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所生活介  
護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 管理栄養士＝を1名以上配置していること。  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護予  

防短期入所生活介護事業所であるこL  
2（2）については、次に掲げるいずれの基準にも適合しているも  

のとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所生活介  

護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。ただし、  

この場合において、管理栄養士配置加算を算定している場合は、  

算定しない。  

イ㈲宣していること。  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護予  

防短期入所生活介護事業所であること。  
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n 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県  
知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予防短  
期入所生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提  

供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている  
こと、  

口 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の  

食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指  

定介護予防短期入所生活介護事業所において行われていること。  

三 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府県   

知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予防短   

期入所生活介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養食を提  
供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されている  
こと。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容の  

食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指  

定介護予防短期入所生活介護事業所において行われていること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める療養食の内容は以下のとおり。   

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提   
供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓   

病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特   
別な場合の検査食   

サービス提供体制強化加算  

注 別lこ厚生労働大臣が定める基準lこ適合してし、るものとして都道   

府県知事に届け出た指定介護予防短期入所生活介護事業所が、利   
用者に対し、指定介護予防短期入所生活介護を行っ七場合は、当  

目につき次に掲げる所定単位数を  該基準に掲げる区分に従い、1   
加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場  

次に掲げるその他の加算は算定しない。  合においては、  （1）凋 12単位 12単位  

（2）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  6単位  

6単位  （3）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）   

① 当該指定介護予防短期入所生活介護事業所の介護職員の総数  
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のうち、介護福祉士の占める割合が100分の50以上であること。   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  

○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   

① 当該指定介護予防短期入所生活介護事業所の看護・介護職員  

の総数のうち、常勤職員の占める割合が100分の75以上であるこ  

と‥   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  

○ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   

① 当該指定介護予防短期入所生活介護事業所の指定介護予防短  
期入所生活介護を利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤  
続年数3年以上の者の占める割合が100分の30以上であること。   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  

9 介護予防短期入所療養介護費   
イ 介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護責   

（1）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

（－）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（i）  
l 要支援1  
iし 

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責（ii）  

i蔓互選1   
ii要互選き   

亡）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）  

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責（i）  

i 

ii 

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ii）  

し 

iし 

臼 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）  

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（i）  
l 要支援1  

9 介護予防短期入所療養介護費   

イ 介護老人保健施設における介護予防短期入所療養介護責   

（1）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

（－）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責（Ⅰ）  

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（i）  
l 要支援1  
ii要支援2  

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ii）  

蓼 要支援1  

558単位  

698単位   

617単位  

771単位  

572単位  

712単位   

631単位  

ii要支援2  785単位  

仁）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責（Ⅱ）   

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（i）  

i要支援1 

ii 

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費（ii）   

i 

ii 

（三）介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護貴（Ⅲ）   

a 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責（i）   

l 要支援1  

558単位  

698単位   

617単位  

771単位  

572単位  

712単位   

631単位  

785単位  

558単位  572単位   
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ii要支援2  712単位  ii 要支援2  698単位  

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責（ij）  

l 要支援1  631単位  

b 介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責（ii）  

l 要支援1  617単位  i灘 785単位  

（2）ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

（－）ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費   

（Ⅰ）  

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責  

（i）  

l 要支援1  638単位  

ii㈲ 771単位  

（2）ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

（－）ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責   

（Ⅰ）  

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

（i）  

】 要支援1  624単位  

ii要支援2  794単位  ii 要支援2  780単位  

b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責  

・iト  

l 要支援1  638単位  

b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責  

（ii）  

l 要支援1  624単位  

ii要支援2  794単位  ii 要支援2  780単位  

（コ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責  

（Ⅱ）   

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費   

（i）   

l 要支援1  638単位  

（コ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責  

（Ⅱ）   

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責   

（j）   

l 要支援1  624単位  

ii 要支援2  794単位  瀾 780単位  

b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

・iい  

l 要支援1  624単位   

b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責  

・‖、  

l 要支援1  638単位  

ii 要支援2  794単位  i灘 780単位  

（ヨ ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護費  

（Ⅲ）   

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責   

（i）   

l 要支援1  624単位  

亡）ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責  

（Ⅲ）   

a ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責  

要支援1  638単位  

ii 要支援2  794単位  ii㈲ 780単位  

b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責  

（ii）  

瀾 624単位  

ii要支援2  780単位  

b ユニット型介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護責  

・i巨  

l 要支援1  

ii 要支援2  

638単位  

794単位   

213  
－39－  



注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に  

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基  
準を満たすものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健  
施設である指定介護予防短期入所療養介護事業所（指定介護  

予防サービス基準第187条第1項に規定する指定介護予防短期  
入所療養介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介  
護予防短期入所療養介護（指定介護予防サービス基準第186条  

に規定する指定介護予防短期入所療養介護をいう。以下同じ。）  

を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労  

働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用者の要支援状  

態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、  
当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場  
合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。  

なお、利用者の数又は医師、看護職員、介護職員、理学療法  
士、作業療法士若しくは言語聴覚士の員数が別に厚生労働大  
臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定め  

るところにより算定する。  

注1 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に  

厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基  
準を満たすものとして都道府県知事に届け出た介護老人保健  
施設である指定介護予防短期入所療養介護事業所（指定介護  
予防サービス基準第187条第1項に規定する指定介護予防短期  

入所療養介護事業所をいう。以下同じ。）において、指定介  
護予防短期入所療養介護（指定介護予防サービス基準第186条  

に規定する指定介護予防短期入所療養介護をいう。以下同じ。）  

を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及び別に厚生労  

働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用者の要支援状  
態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、  

当該夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満たさない場  
合は、所定単位数の100分の97に相当する単位数を算定する。  

なお、利用者の数又は医師、看護職員、介護職員、理学療法  
士若しくは作業療法士の員数が別に厚生労働大臣が定める基  
準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところによ  
り算定する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基   
準の内容は以下のとおり。  

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12   
年厚生省告示第19号）の介護老人保健施設における短期入所療養介   

護費の介護老人保健施設短期入所療養介護費（Ⅰ）、（Ⅱ）又は（Ⅲ）を   

算定すべき指定短期入所療養介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関   
する基準を準用  

2（2）について、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない   

場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数   
を算定する。  

3 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関  

2（2）について、別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない   

場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数   

を算定する。  

する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介  
護予防短期入所療養介護事業所については、夜勤職員配置加  
算として、1日につき24単位を所定単位数に加算する。  
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※ 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基   
準の内容は以下のとおり。  

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12   
年厚生省告示第19号）の介護老人保健施設における短期入所療養介   
護費の注4を算定すべき指定短期入所療養介護の夜勤を行う職員の   

勤務条件に関する基準を準用  

生 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして   

都道府県知事に届け出た介護老人保健施設については、リハ   
ビリテーション機能強化加算として、1日につき30単位を所   
定単位数に加算する。  

旦 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして   

都道府県知事に届け出た介護老人保健施設については、リハ   
ビリテーション機能強化加算として、1日につき30単位を所   
定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

イ 常勤の理学療法士、作業療法士又は言言吾聴覚士を1人以上配  
置していること。   

ロ 介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する  

基準（平成11年厚生省令第40号）第2条第1項第5号に定める理  
学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を配置していること。   

ハ 理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士を常勤換算方法（介護  
老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準第  

2条第3項に規定する常勤換算方法をいう。）で入所者の数を50  
で除した数以上配置していること。   

二 医師、看護職員、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士等が  
共同して利用者ごとに個別リハビリテーション計画を作成し、  
当該リハビリテーション計画に基づき、理学療法士、作業療法  

士又は言語聴覚士が理学療法、作業療法又は言語聴覚療法を適  

切に行う体制にあること。  

5 指定介護予防短期入所療養介護事業所の理学療法士、作業  
療法士又は言語聴覚士が個別リハビリテーションを行った場  

合は、個別リハビリテーション実施加算として、1日につき2  
40単位を所定単位数に加算する。  
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6 医師が、認知症の行動＝心理症状が認められるため、在宅  
での生活が困難であり、緊急lこ指定介護予防短期入所療養介  
護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定介  
護予防短期入所療養介護を行った場合は、利用を開始した日  
から起算して7日を限度として、1日につき200単位を所定単   

位数に加算する。  

7 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして  

都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業  
所において、若年性認知症利用者に対して指定介護予防短期  
入所療養介護を行った場合には、若年性認知症利用者受入加  

算として1日につき120単位を所定単位数に加算する。ただし、  

注6を算定している場合は算定しない。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めている   

こと。  

旦 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う   
ことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介   

護予防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、   

片道につき184単位を所定単位数に加算する。  

旦 次のいずれかに該当する者に対して、介護老人保健施設介   

護予防短期入所療養介護責を支給する場合は、介護老人保健   

施設介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の介護老人保健施設介   

護予防短期入所療養介護費（ii）、介護老人保健施設介護予防   

短期入所療養介護費（Ⅱ）の介護老人保健施設介護予防短期入   

所療養介護費（ii）又は介護老人保健施設介護予防短期入所療   

養介護費（Ⅲ）の介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護   

責（ii）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師  

が判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個  

室を利用する者  

生 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う   

＿  

ことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介   

護予防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、   

片道につき184単位を所定単位数に加算する。  

旦 次のいずれかに該当する者に対して、介護老人保健施設介   

護予防短期入所療養介護費を支給する場合は、介護老人保健   

施設介護予防短期入所療養介護責（Ⅰ）の介護老人保健施設介   

護予防短期入所療養介護費（ii）、介護老人保健施設介護予防   

短期入所療養介護費（Ⅱ）の介護老人保健施設介護予防短期入   

所療養介護費（ii）又は介護老人保健施設介護予防短期入所療   

養介護責（Ⅲ）の介護老人保健施設介護予防短期入所療養介護   

責（ii）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師  

が判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個  

室を利用する者  
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ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状  

況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室  
の利用の必要があると医師が判断した者  

旦 指定施設サービス等介護給付責単位数表の規定により、注  

1の規定による届出に相当する介護保健施設サービスに係る  
届出があったときは、注1の規定による届出があったものと  
みなす。  

ヱ 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養  
介護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受  

けた指定介護予防短期入所療養介護については、介護老人保  
健施設における介護予防短期入所療養介護責は、算定しない。  

旦（1）（コ及び日並びに（2）⊂）及び8について、利用者に対して、  

指導管理等のうち日常的に必要な医療行為として別に厚生労  
働大臣が定めるものを行った場合に、特別療養費として、別  

に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を所定  
単位数に加算する。  

旦（1日コ及び8並びに（2）（二）及び臼について、別に厚生労働大臣  

が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に  

届け出た介護老人保健施設である指定介護予防短期入所療養  

介護事業所については、療養体制維持特別加算として、1日  
につき27単位を所定単位数に加算する。  

㈲ 栄養管理体制加算  
（一）管理栄養士配置加算  12単位  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状  

況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室  
の利用の必要があると医師が判断した者  

廷 指定施設サービス等介護給付責単位数表の規定により、注  

1の規定による届出に相当する介護保健施設サービスに係る   
届出があったときは、注1の規定による届出があったものと   
みなす。  

u 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養   
介護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受   

けた指定介護予防短期入所療養介護については、介護老人保   
健施設における介護予防短期入所療養介護責は、算定しない。  

廷（1）（二）及び（三）並びに（2）仁）及び（三）について、利用者に対して、   

指導管理等のうち日常的に必要な医療行為として別に厚生労   
働大臣が定めるものを行った場合に、特別療養責として、別   

に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を所定   

単位数に加算する。  

坦（1）仁）及び（三）並びに（2）（二）及び（ヨについて、別に厚生労働大臣   

が定める施設基準に適合しているものとして都道府県知事に   

届け出た介護老人保健施設である指定介護予防短期入所療養   

介護事業所については、療養休制維持特別加算として、1日   
につき27単位を所定単位数に加算する。   

（二）栄養士配置加算  10単位  

注1（－）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  

養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  

イ灘を1名以上配置してし＼ること。  
ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  

予防短期入所療養介護事業所であること。  

2 仁）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  

養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  
ただし、この場合において、管理栄養士配置加算を算定して  

いる場合は、算定しない。  
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イ㈲宣していること。  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  

予防短期入所療養介護事業所であること。  

挫 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  
県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  

防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養  

食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  
ること。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  

の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

週 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  
県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  

防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養  
食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  
ること。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  

の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める療養食の内容は以下のとおり。  

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提   
供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓   

病食、胃潰瘍食、貧血食、障臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特   
別な場合の検査食  

埋 緊急時施設療養費  
利用者の病状が著しく変化した場合に緊急その他やむを得ない   

事情により行われる次に掲げる医療行為につき算定する。   

ト）緊急時治療管理（1日につき）  500単位  

注1 利用者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場  

合において緊急的な治療管理としての投薬、検査、注射、  
処置等を行ったときに算定する。  

2 緊急時治療管理が行われた場合に3日を限度として算定  

する。  

3 同一の利用者について1月に1回を限度として算定する。   
仁）特定治療  

医科診療報酬点数表第1章及び第2章において、高齢者の医  

捏 緊急時施設療養費  
利用者の病状が著しく変化した場合に緊急その他やむを得ない   

事情により行われる次に掲げる医療行為につき算定する。  

（－）緊急時治療管理（1日につき）  500単位  

注1 利用者の病状が重篤となり救命救急医療が必要となる場  

合において緊急的な治療管理としての投薬、検査、注射、  
処置等を行ったときに算定する。  

2 緊急時治療管理が行われた場合に3日を限度として算定  
する。  

3 同一の利用者について1月に1回を限度として算定する。   
仁）特定治療  

医科診療報酬点数表第1章及び第2章において、高齢者の医  
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療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第64条第3項に  

規定する保険医療機関等が行った場合に点数が算定されるリハ  
ビリテーション、処置、手術、麻酔又は放射線治療（別に厚生  
労働大臣が定めるものを除く。）を行った場合に、当該診療に  

係る医科診療報酬点数表第1章及び第2章に定める点数に10円  
を乗じて得た額を算定する。  

臥サービス提供体制線化加算   

注 矧＝こ厚生労働大臣が定める基準lこ造合してし、るものとして都  

道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所  

が、利用者lこ対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場  
合は、輝こ掲げる所  

定単位数を加算する。ただし、次lこ掲げるいずれ力、の加算を算  
定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し  

療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第64条第3項に  

規定する保険医療機関等が行った場合に点数が算定されるリハ  
ビリテーション、処置、手術、麻酔又は放射線治療（別に厚生  
労働大臣が定めるものを除く。）を行った場合に、当該診療に  

係る医科診療報酬点数表第1章及び第2章に定める点数に10円  
を乗じて得た額を算定する。  

ない。  

‾  

こ′ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

ユ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）   

① 当該指定介護予防短期入所療養介護を行う介護老人保健施設  

である指定介護予防短期入所療養介護事業所の介護職員の総数  
のうち、介護福祉士の占める割合が100分の50以上であること。   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   

① 当該指定介護予防短期入所療養介護を行う介護老人保健施設  

である指定介護予防短期入所療養介護事業所の看護・介護職員  
の総数のうち、常勤職員の占める割合が100分の75以上であるこ  

と。   

② 別の告示で定める利用定員■人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  

① 当該指定介護予防短期入所療養介護を行う介護老人保健施設  

である指定介護予防短期入所療養介護事業所の指定介護予防短  
期入所療養介護を利用者に直接提供する職員の総数のうち、勤  
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続年数3年以上の者の占める割合が100分の30以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員■人員基準に適合していること。  

口 療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費  
（1）病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（1日につき）   

（－）病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護責（i）  
要支援1   

． 667単位   

ロ 療養病床を有する病院における介護予防短期入所療養介護費  
（1）病院療養病床介護予防短期入所療養介護責（1日につき）   

（－）病院療養病床介護予防短期入所療養介護責（Ⅰ）  

a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（i）  
l 要支援1  

ii要支援2  

548単位  

681単位  

b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護責（ii）   

i要互選ユ  
ii要支援2  

（二）病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）   

a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（i）   

i要真昼 
ii要支援2   

b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ij）   

i 

ii要支援2  

b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護責（ji）  i㈲ 632単位  

ii要支援2  786単位  

618単位  

772単位  

出 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）   

a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護責（i）   

i要支援1  
ii要支援2  

498単位  

622単位   

582単位  

727単位  

512単位  

636単位  

b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）  i㈲ 596単位  

ii要支援2  741単位  

（ヨ 病院療養病床介護予防短期入所療養介護責（Ⅲ）   

a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（i）   

l 要支援1   

ii要支援2   

b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）   

l 要支援1  

亡）病院療養病床介護予防短期入所療養介護責（Ⅲ）   

a 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（i）   

l 要支援1   

ii要支援2  

473単位  

591単位   

557単位  

487単位  

605単位  

b 病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）  

l 要支援1  571単位  

瀾 696単位  

（2）病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（1日につき）  

（－）病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護責（Ⅰ）  

a 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護責（i）  i㈲ 534単位  

ii要支援2  667単位  

ii要支援2  710単位  

（2）病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護責（1日につき）  

（－）病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護貴（Ⅰ）  

a 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護責（i）  

l 要支援1  548単位  

ii要支援2  681単位  

b 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護責（ii）  

l 要支援1  618単位  

b 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護貴（ii）  

l 要支援1  632単位  

ii要支援2  772単位  ii要支援2  786単位   
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（コ 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）  

a 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護責（i）  
548単位  ii㈲ 681単位  ㈹＝引立  

b 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（ii）  

632単位  

岳灘 786単位    ／86単位  

（3）ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護貴（1日に   

つき）  

（－）ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護責（Ⅰ）  

仁）病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）   

a 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護責（i）  
534単位   ii㈲ 667単位  667単位   

b 病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護責（ii）  

618単位  l 要支援1   

2  772単位  ll要支援2  

（3）ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護責（1日に   
つき）  

（－）ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  
639単位  a 要支援1   625単位  a 要支援1   

795単位  b 要支援2   781単位  b 要支援2   

（コ ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）  （二）ユニット型病院療養病床介護予防短期入所療養介護責（Ⅱ）  
639単位  a 要支援1  625単位  a 要支援1  b㈲ 795単位   引立  

（4）ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護責（1   

日につき）  

（－）ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護責  

b㈲ 781単位   ／81早些  

（4）ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費（1   

日につき）  

（－）ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費   

（Ⅰ）  

a 要支援1  郎5単位  

・ト  

a 要支援1  639単位  

795単位  b 要支援2  781単位  b 要支援2   
ロ ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護責  

（Ⅱ）   

a 要支援1  639単位  

（二）ユニット型病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介護費  

（Ⅱ）  a㈲ 625単位  引立  b㈲ 781単位  ／8＝引立  

注1 療養病床（医療法（昭和23年法律第205号）第7条第2項第  
4号に規定する療養病床をいう。以下同じ。）を有する病院  
である指定介護予防短期入所療養介護事業所であって、別に  
厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労  

働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満  
たすものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該届  
出に係る病棟（療養病床に係るものに限る。）において、指  
定介護予防短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準  
に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区  
分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定  

795単位  b 要支援2   

注1 療養病床（医療法（昭和23年法律第205号）第7条第2項第  
4号に規定する療養病床をいう。以下同じ。）を有する病院  
である指定介護予防短期入所療養介護事業所であって、別に  
厚生労働大臣が定める施設基準に適合し、かつ、別に厚生労  

働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を満  
たすものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該届  
出に係る病棟（療養病床に係るものに限る。）において、指   
定介護予防短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準  
に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区   
分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定   
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単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件   

に関する基準を満たさない場合は、所定単位数から25単位を   

控除して得た単位数を算定する。なお、利用者の数又は医師、   
看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定め   
る基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところ   

により算定する。  

2（3）及び（4）について、別に厚生労働大臣が定める基準を満た   

さない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する   

単位数を算定する。  

3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予   

防短期入所療養介護事業所については、病院療養病床療養環   
境減算として、1日につき25単位を所定単位数から減算する。  

4 医師の配置について、医療法施行規則（昭和23年厚生省令   
第50号）第49条の規定が適用されている病院については、1   

日につき12単位を所定単位数から減算する。  

5 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関   

する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介   
護予防短期入所療養介護事業所については、当該基準に掲げ   

る区分に従い、1日につき次に掲げる単位数を所定単位数に   
加算する。  

単位数を算定する。ただし、当該夜勤を行う職員の勤務条件   

に関する基準を満たさない場合は、所定単位数から25単位を   

控除して得た単位数を算定する。なお、利用者の数又は医師、   
看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定め   

る基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところ   

により算定する。  

2（3）及び（4）について、別に厚生労働大臣が定める基準を満た   

さない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する   
単位数を算定する。  

3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予   

防短期入所療養介護事業所については、病院療養病床療養環   
境減算として、1日につき25単位を所定単位数から減算する。  

4 医師の配置について、医療法施行規則（昭和23年厚生省令   
第50号）第49条の規定が適用されている病院については、1   

日につき12単位を所定単位数から減算する。  

5 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関   
する基準を満たすものとして都道府県知事に届け出た指定介   
護予防短期入所療養型医療施設については、当該基準に掲げ   

る区分lこ従い、1日につき次に掲げる単位数を所定単位数に   

加算する。  

イ 夜間勤務等看護（Ⅰ）  

口 夜間勤務等看護（Ⅱ）   

ハ 夜間勤務等看護（Ⅲ）  

イ 夜間勤務等看護（Ⅰ）  

ロ 夜間勤務等看護（Ⅱ）  

ハ瀾護（Ⅲ）  
二 夜間勤務等看護（Ⅳ）  

23単位  

14単位  

1旦皇位  

7単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める夜勤を行う勤務条件に関する基準の内   
容は以下のとおり。  

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成12   

年厚生省告示第19号）の療養病床を有する病院における短期入所療   
養介護真の夜間勤務等看護（Ⅰ）から（Ⅳ）までを算定すべき指定短期   

入所療養介護の夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準を準用  

6 医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅   

での生活が困難であり、緊急に指定介護予防短期入所療養介  
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護を利用することが適当であると判断した者に対し、指定介  

護予防短期入所療養介護を行った場合は、利用を開始した日  
から起算して7日を限度として、1日につき200単位を所定単  
位数に加算する。  

7 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして  

都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業  
所において、若年性認知症利用者に対して指定介護予防短期  
入所療養介護を行った場合には、若年性認知症利用者受入加  

算として1日につき120単位を所定単位数に加算する。ただし、  

注6を算定している場合は算定しない。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めている   

こと。  

邑 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う   
ことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介   

護予防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、   

片道につき184単位を所定単位数に加算する。  

旦 次のいずれかに該当する者に対して、病院療養病床介護予   

防短期入所療養介護費（Ⅰ）、病院療養病床介護予防短期入所   

療養介護費（Ⅱ）若しくは病院療養病床介護予防短期入所療養   

介護責（Ⅲ）又は病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介   

護費（Ⅰ）若しくは病院療養病床経過型介護予防短期入所療養   

介護責（Ⅱ）を支給する場合は、それぞれ、病院療養病床介護   

予防短期入所療養介護責（Ⅰ）の病院療養病床介護予防短期入   

所療養介護費（ii）、病院療養病床介護予防短期入所療養介護   

責（Ⅱ）の病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）若し   

くは病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）の病院療   

養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）又は病院療養病床経   

過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の病院療養病床経過型   

介護予防短期入所療養介護費（ii）若しくは病院療養病床経過   

型介護予防短期入所療養介護責（Ⅱ）の病院療養病床経過型介   

旦 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う   
ことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介   

護予防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、   
片道につき184単位を所定単位数に加算する。  

ヱ 次のいずれかに該当する者に対して、病院療養病床介護予   

防短期入所療養介護貴（Ⅰ）、病院療養病床介護予防短期入所   
療養介護責（Ⅱ）若しくは病院療養病床介護予防短期入所療養   

介護費（Ⅲ）又は病院療養病床経過型介護予防短期入所療養介   

護費（Ⅰ）若しくは病院療養病床経過型介護予防短期入所療養   

介護費（Ⅱ）を支給する場合は、それぞれ、病院療養病床介護   
予防短期入所療養介護貴（Ⅰ）の病院療養病床介護予防短期入   

所療養介護費（ii）、病院療養病床介護予防短期入所療養介護   

費（Ⅱ）の病院療養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）若し   

くは病院療養病床介護予防短期入所療養介護責（Ⅲ）の病院療   

養病床介護予防短期入所療養介護費（ii）又は病院療養病床経   

過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の病院療養病床経過型   

介護予防短期入所療養介護費（ii）若しくは病院療養病床経過   

型介護予防短期入所療養介護責（Ⅱ）の病院療養病床経過型介  
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護予防短期入所療養介護責（ii）を算定する。  

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師  

が判断した者  

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個  

室を利用する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状  

況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室  
の利用の必要があると医師が判断した者  

旦 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注  

1及び注5の規定による届出に相当する介護療養施設サービ  
スに係る届出があったときは、注1及び注5の規定による届  
出があったものとみなす。  

旦 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養  
介護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受  

けた指定介護予防短期入所療養介護については、療養病床を  

有する病院における介護予防短期入所療養介護責は、算定し  
ない。  

㈲ 栄養管理体制加算   

卜）管理栄養士配置加算  12単位  

護予防短期入所療養介護費（ii）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師  

が判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個  

室を利用する者   

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状  

況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室  

の利用の必要があると医師が判断した者  

建 指定施設サービス等介護給付責単位数表の規定により、注  

1及び注5の規定による届出に相当する介護療養施設サービ   

スに係る届出があったときは、注1及び注5の規定による届   
出があったものとみなす。  

u 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養   
介護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受   

けた指定介護予防短期入所療養介護については、療養病床を   
有する病院における介護予防短期入所療養介護責は、算定し   
ない。  

仁）栄養士配置加算  10単位  

注1（－）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  
養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  

イ倒配置していること。  

ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  

予防短期入所療養介護事業所であること。  

2 仁）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  
養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  
ただし、この場合において、管理栄養士配置加算を算定して  

いる場合は、算定しない。  

イ㈲削宣していること。  

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  
予防短期入所療養介護事業所であること。  

（6）療養食加算  （5）療養食加算  23単位  23単位   
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注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府   

県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予   
防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養   
食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。   

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  
ること。   

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  

の食事の提供が行われていること。   

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府   
県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予   

防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養   
食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。   
イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  

ること。   

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  

の食事の提供が行われていること。   

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める療養食の内容は以下のとおり。  

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提   
供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓   

病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特   
別な場合の検査食  

捏 特定診療費  

利用者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日常   

的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行っ   
た場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た   

額を算定する。  

旦 特定診療費  

利用者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日常   

的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行っ   

た場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た   

額を算定する。  

※ 特定診療費の改定については別紙4を参照  

け）サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都  

道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、  

利用者に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は、  
当該基準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げる所定単位  
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数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して  

いる場合においては、瑚定しない。  

卜）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  12単位  

（二）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  6単位  

（三）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  6単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① 当該指定介護予防短期入所療養介護を行う療養病床に係る病  
棟の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が100分の  
50以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  

① 当該指定介護予防短期入所療養介護を行う療養病床に係る病  
棟の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割合が100  
分の75以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員■人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   

① 当該指定介護予防短期入所療養介護を行う療養病床に係る病  
棟の指定介護予防短期入所療養介護を利用者に直接提供する職  

員の総数のうち、勤続年数3年以上の者の占める割合が100分の  
30以上であること。   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  

ハ 療養病床を有する診療所における介護予防短期入所療養介護責  
（1）診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費（1日lこつき）   

（－）診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

ハ 診療所における介護予防短期入所療養介護費  

（1）診療所介護予防短期入所療養介護費（1日につき）  

（－）診療所介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費（i）  a 診療所介護予防短期入所療養介護費（i）  

l 要支援1  

ii要支援2  
l 要支援1  

ii要支援2  

517単位  

646単位  

531単位  

660単位  b働）   
l要支援1  601単位  

ii要支援2  751単位  

b 診療所介護予防短期入所療養介護費（ii）  i㈲ 615単位  

ii要支援2  765単位  
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仁）診療所介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）  （二）診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）  

a 診療所介護予防短期入所療養介護費（i）  a 診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費（i）  

l 要支援1  

ii要支援2  

461単位  

573単位  

447単位  

559単位  

i 要支援1  

ii 要支援2  b働＝i）  
l 要支援1  550単位  

b働）  i㈲ 536単位  ii㈲ 670単位  

闇 ユニット型診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費（1日   

につき）  

（－）ユニット型診療所療養病床介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）   

瀾 4単位  

（2）ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護責（1日につき）  

（－）ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護責（Ⅰ）   a㈲   b㈲  
（コ ユニット型診療所介護予防短期入所療養介護責（Ⅱ）  

622単位  

774単位   

622単位  

a㈲ 単位   b㈲ 760単位  

（コ ユニット型診療所療養病床介護予防短期入所療養介護責（Ⅱ）  

a 要支援1  a㈲ 単位  

b 要支援2  760単位  

注1 療養病床を有する診療所である指定介護予防短期入所療養介  
護事業所であって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合  
しているものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該  

届出に係る病室（療養病床に係るものに限る」 において、指  
定介護予防短期入所療養介護を行った場合に、当該施設基準に  
掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に  

従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数  

を算定する。ただし、利用者の数が別に厚生労働大臣が定める  

基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところによ  
り算定する。   

2（2）について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな  

い場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数  
を算定する。  

b㈲ 774単位  

注1 診療所である指定介護予防短期入所療養介護事業所であって、  
別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合しているものとして  

都道府県知事に届け出たものにおける当該届出に係る病室にお  

いて、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合に、当該施  

設基準に掲げる区分及び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げ  
る区分に従い、利用者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所  

定単位数を算定する。ただし、利用者の数が別に厚生労働大臣  

が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると  
ころにより算定する。  

2（2）について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさな  

い場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単位数  
を算定する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。  

指定居宅サービスに要する責用の額の算定に関する基準（平成1   

2年厚生省告示第19号）の診療所における短期入所療養介護費の診   

療所短期入所療養介護費又はユニット型診療所短期入所療養介護   
費を算定すべき指定短期入所療養介護の施設基準を準用  
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3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防   

短期入所療養介護事業所については、診療所設備基準減算とし   
て、1日につき60単位を所定単位数から減算する。  

4 医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅で  

3 別に厚生労働大臣が定める施設基準に該当する指定介護予防   

短期入所療養介護事業所については、診療所療養病床設備基準   
減算として、1日につき60単位を所定単位数から減算する。  

の生活が困難であり、緊急に指定介護予防短期入所療養介護を  
利用することが適当であると判断した者に対し、指定介護予防  
短期入所療養介護を行った場合は、利用を開始した日から起算  

して7日を限度として、1日につき200単位を所定単位数に加算   

土塁ヱ 

5 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都  

道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所に  
おいて、若年性認知症利用者に対して指定介護予防短期入所療  
養介護を行った場合には、若年性認知症利用者受入加算として  
1日につき120単位を所定単位数に加算する。ただし、注4を算  

定している場合は算定しない。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別の担当者を定めている   

こと。  

巨 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うこ   
とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介護予   

防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に   
つき184単位を所定単位数に加算する。  

1 次のいずれかに該当する者に対して、診療所介護予防短期入   

所療養介護貴（Ⅰ）又は診療所介護予防短期入所療養介護責（Ⅱ）   

を支給する場合は、それぞれ、診療所介護予防短期入所療養介  

生 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行うこ   
とが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介護予   

防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、片道に   
つき184単位を所定単位数に加算する。  

旦 次のいずれかに該当する者に対して、診療所療養病床介護予   

防短期入所療養介護責（Ⅰ）又は診療所療養病床介護予防短期入   

所療養介護責（Ⅱ）を支給する場合は、それぞれ、診療所療養病  

護責（Ⅰ卿）又は診療所  
介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）の診療所介護予防短期入所療  

床介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）の診療所療養病床介護予防  

短期入所療養介護費（ii）又は診療所療養病床介護予防短期入所  

養介護責（ii）を算定する。  療養介護責（Ⅱ）の診療所療養病床介護予防短期入所療養介護責  

（ii）を算定する。  
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イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が  
判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室  

を利用する者   

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況  
に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利  
用の必要があると医師が判断した者  

旦 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注1   

の規定による届出に相当する介護療養施設サtビスに係る届出   
があったときは、注1の規定による届出があったものとみなす。  

旦 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養介   

護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受けた   
指定介護予防短期入所療養介護については、診療所における介   
護予防短期入所療養介護責は、算定しない。  

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師が  
判断した者  

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個室  

を利用する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状況  
に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室の利  
用の必要があると医師が判断した者   

旦 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注1  

の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに係る届出  
があったときは、注1の規定による届出があったものとみなす。   

ヱ 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養介  

護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受けた  
指定介護予防短期入所療養介護については、療養病床を有する  
診療所における介護予防短期入所療養介護責は、算定しない。  

闇 栄養管理体制加算  
（－）管理栄養士配置加算  12単位  

10単位  （コ 栄養士配置加算   

も適合している  注1（－）については、次に掲げるいずれの基準に  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  
養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算するし  
イ働宣していること。  
ロ 矧‖こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合している指定介護  

予防短期入所療養介護事業所であるこL  
2 口lこついては、次lこ掲げるいずれの基準lこも適合している  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  

養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する㌧  
ただし、この場合において、嘩  
肺走しない。  

ナ 

口 矧‖こ厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  

予防短期入所療養介護事業所であること㌧  

坦 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  

県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  
防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養  

週 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  

県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  
防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養   
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食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい   
ること。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容   
の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して   

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて   

いること。  

食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい   
ること。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容   

の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して   

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて   

いること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める療養食の内容は以下のとおり。   

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提   
供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓   

病食、胃潰癌食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食及び特   
別な場合の検査食  

捏 特定診療費  

利用者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日常   

的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行っ   

た場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た   

額を算定する。  

坦 特定診療責  

利用者に対して、指導管理、リハビリテーション等のうち日常   

的に必要な医療行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行っ   

た場合に、別に厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た   

嶺を算定する。  

※ 特定診療真の改定については別紙4を参照  

㈲ サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都  
道府県知事に届  け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が  

利用者に対し、  指定介護予防短期入所療養介護を行っ  た場合は  

当該基準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げる所定単位  

数を加算する。ただし、次lこ掲げるいずれ力、の加算を算：走して  

いる場合においては、瑚走しない。  

ト）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  12単位   
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仁）㈹ 6単位  

（三）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  6単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① 当該指定介護予防短期入所療養介護を行う病室（以下「病室」  

という。）の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合  
が100分の50以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。   
○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   

（D 当該病室の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める  
割合が100分の75以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員一人員基準に適合していること。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  

① 当該病室の指定介護予防短期入所療養介護を利用者に直接提  
供する職員の総数のうち、勤続年数3年以上の者の占める割合  
が100分の30以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること。  

老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入  
所療養介護責  

（1）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（1日につき）  

（－）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（Ⅰ）  

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）  

l 要支援1  847単位  

老人性認知症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入  

所療養介護費  

（1）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（1日につき）  

（－）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（i）  
833単位  

993単位  

l 要支援1  

ii 要支援2  ii要支援2  1，007単位  

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）  

l 要支援1  958単位  

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護貴（ii）  i㈲ 944単位  

ii要支援2  1，098単位  ii要支援2  1，112単位  

（コ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（Ⅱ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）  

遡 

ii要支援2  

仁）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（Ⅱ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護貴（i）   

i 要支援1   

ii要支援2  

780単位  

948単位   

766単位  

934単位  
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b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（ii）  

】 要支援1  850単位  

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（ii）  

l 要支援1  864単位  

ij 要支援2  1，039単位  ii要支援2  1，053単位  

（ヨ 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（i）   

i要支援1 
ii要支援2  

E）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅲ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（i）  

丁 当日層i   

ii要支援2  
743単位  

906単位  

757単位  

920単位  

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（ii）  

l要支援1  827単位  

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（ii）  

l 要支援1  841単位  

ii要支援2  1，011単位  ii要支援2  1，025単位  

（四）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅳ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（i）   

i二雲量埋1  

ii要支援2  

匝）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（Ⅳ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）   

l 要支援1   

ii要支援2  
730単位  

890単位  

744単位  

904単位  

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（ii）  i㈲ 814単位  

ii要支援2  995単位  

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）  

l 要支援1  828単位  

ii要支援2  1，009単位  

伍）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅴ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（i）   

l 要支援1   

ii要支援2  

伍）認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（Ⅴ）   

a 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（i）   

l 要支援1   

ii要支援2  
668単位  

828単位  

682単位  

842単位  

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）  

l 要支援1  779単位  

b 認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（ii）  

1 要支援1  793単位  ii㈲ 933単位  

（2）認知症疾患聖経過型介護予防短期入所療養介護責（1日につき）   

卜）認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介護責（Ⅰ）  

a 要支援1  570単位  

ii要支援2  947単位  

（2）認知症疾患聖経過型介護予防短期入所療養介護費（1日につき）   

卜）認知症疾患聖経過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a 要支援1  584単位  

b 要支援2  730単位  b 要支援2  744単位  

仁）認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介護責（Ⅱ）   

a 要支援1  654単位  

仁）認知症疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）   

a 要支援1  668単位  

b 要支援2  835単位  

（3）ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（1日に   

つき）  

（－）ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）  

b 要支援2  849単位  

（3）ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（1日に   

つき）  

（－）ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅰ）  

a ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（i）   
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要支援1  946単位  1 要支援1  960単位  ii㈲ 1，101単位  

b ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）  

瀾 946単位  

ii要支援2  1，101単位  

2  1，115単位  

b ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護貴（ii）  

i 要支援1  960単位  

ii要支援2  1，115単位  

亡）ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）   

a ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（i）   

⊥㈲ 857単位   

脚 1．048単位   

b ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）   i㈲ 857単位   ii㈲ 1，048単位  

注1 老人性認知症疾患療養病棟（指定介護予防サービス基準第1  

89条に規定する老人性認知症疾患療養病棟をいう。以下同じ。）  

を有する病院である指定介護予防短期入所療養介護事業所で  
あって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合している  

ものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該届出に  
係る老人性認知症疾患療養病棟において、指定介護予防短期  
入所療養介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及  
び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用  

者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定す  

る。ただし、利用者の数又は医師、看護職員若しくは介護職  
員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、  

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。   

2（3）について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさ  

ない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単  

位数を算定する。   

3 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う  

ことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介  

護予防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、  
片道につき184単位を所定単位数に加算する。   

4 次のいずれかに該当する者に対して、認知症疾患型介護予  

防短期入所療養介護費（Ⅰ）、認知症疾患型介護予防短期入所  

療養介護費（Ⅱ）、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費   

（Ⅲ）、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅳ）若しく  

（二）ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（Ⅱ）   

a ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（i）   

l 要支援1  871単位  

ii要支援2  1，062単位  

b ユニット型認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ij）  

l 要支援1  871単位  

ii要支援2  1，062単位  

注1 老人性認知症疾患療養病棟（指定介護予防サービス基準第1  
89条に規定する老人性認知症疾患療養病棟をいう。以下同じ。）  

を有する病院である指定介護予防短期入所療養介護事業所で  
あって、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合している  
ものとして都道府県知事に届け出たものにおける当該届出に  

係る老人性認知症疾患療養病棟において、指定介護予防短期  
入所療養介護を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分及  
び別に厚生労働大臣が定める基準に掲げる区分に従い、利用  

者の要支援状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定す  

る。ただし、利用者の数又は医師、看護職員若しくは介護職  
員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、  

別に厚生労働大臣が定めるところにより算定する。   

2（3）について、別に厚生労働大臣が定める施設基準を満たさ  

ない場合は、1日につき所定単位数の100分の97に相当する単  
位数を算定する。   

3 利用者の心身の状態、家族等の事情等からみて送迎を行う  
ことが必要と認められる利用者に対して、その居宅と指定介  
護予防短期入所療養介護事業所との間の送迎を行う場合は、  
片道につき184単位を所定単位数に加算する。   

4 次のいずれかに該当する者に対して、認知症疾患型介護予  

防短期入所療養介護貴（Ⅰ）、認知症疾患型介護予防短期入所  

療養介護費（Ⅱ）、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責   

（Ⅲ）、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅳ）若しく   
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は認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（Ⅴ）又は認知症  

疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費を支給する場合は、  

それぞれ、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（Ⅰ）の  

認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（ii）、認知症疾患  

型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）の認知症疾患型介護予防  

短期入所療養介護責（ii）、認知症疾患型介護予防短期入所療  

養介護貴（Ⅲ）の認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責  

（ii）、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅳ）の認知  

症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）若しくは認知疾患  

型介護予防短期入所療養介護貴（Ⅴ）の認知症疾患型介護予防  

短期入所療養介護責（ii）又は認知症疾患型経過型介護予防短  

期入所療養介護費（Ⅱ）を算定する。  

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師  

が判断した者  

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個  

室を利用する者  

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状  

況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室  

の利用の必要があると医師が判断した者  

5 指定施設サービス等介護給付費単位数表の規定により、注  
1の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに係る  

届出があったときは、注1の規定による届出があったものと  
みなす。  

6 利用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養  
介護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受  

けた指定介護予防短期入所療養介護については、老人性認知  

症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入所療養  
介護費は、算定しない。  

㈱ 栄養管理体制加算   

卜）畢 12単位   

仁）栄養士配置加算  仁）御 10単位   

注1（－）については、次に掲げるいずれの基準にも適合している  

は認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（Ⅴ）又は認知症   

疾患型経過型介護予防短期入所療養介護費を支給する場合は、   

それぞれ、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（Ⅰ）の   

認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ii）、認知症疾患   

型介護予防短期入所療養介護費（Ⅱ）の認知症疾患型介護予防   

短期入所療養介護費（ii）、認知症疾患型介護予防短期入所療   

養介護責（Ⅲ）の認知症疾患型介護予防短期入所療養介護費  
（ii）、認知症疾患型介護予防短期入所療養介護責（Ⅳ）の認知   

症疾患型介護予防短期入所療養介護費（ji）若しくは認知疾患   

型介護予防短期入所療養介護責（Ⅴ）の認知症疾患型介護予防   

短期入所療養介護貴（ii）又は認知症疾患型経過型介護予防短   

期入所療養介護費（Ⅱ）を算定する。   

イ 感染症等により、従来型個室の利用の必要があると医師  

が判断した者   

口 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している従来型個  

室を利用する者   

ハ 著しい精神症状等により、同室の他の利用者の心身の状   
況に重大な影響を及ぼすおそれがあるとして、従来型個室  
の利用の必要があると医師が判断した者  

5 指定施設サービス等介護給付貴単位数表の規定により、注  
1の規定による届出に相当する介護療養施設サービスに係る   

届出があったときは、注1の規定による届出があったものと   
みなす。  

6 弄り用者が連続して30日を超えて指定介護予防短期入所療養   

介護を受けている場合においては、30日を超える日以降に受   

けた指定介護予防短期入所療養介護については、老人性認知   

症疾患療養病棟を有する病院における介護予防短期入所療養   

介護責は、算定しない。  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  
養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 管理栄養士を1名以上配置していること。  
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ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  
予防短期入所療養介護事業所であるこL  

2（コについては、次に掲げるいずれの基準にも適合している  

ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  
養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  
ただし、この場合において、管理栄養士配置加算を算定して  

いる場合は、算定しない。  

イ 栄養士を1名以上配置していること。  
ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  
予防短期入所療養介護事業所であるこL  

捏 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  
県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  

防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養  
食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  
ること。  

ロ 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  

の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

埋 療養食加算  23単位   

注 次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして都道府  
県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  

防短期入所療養介護事業所が、別に厚生労働大臣が定める療養  

食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士によって管理されてい  
ること。  

口 利用者の年齢、心身の状況によって適切な栄養量及び内容  

の食事の提供が行われていること。  

ハ 食事の提供が、別に厚生労働大臣が定める基準に適合して  

いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める療養食の内容は以下のとおり。  

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき提   
供された適切な栄養量及び内容を有する糖尿病食、腎臓病食、肝臓   

病食、胃潰癌食、貧血食、障臓病食⊥脂質異常症食、痛風食及び特   
別な場合の検査食  

捏 特定診療費  

利用者に対して、精神科専門療法等のうち日常的に必要な医療   
行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行った場合に、別に   

厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を算定する。  

担 特定診療責  

利用者に対して、精神科専門療法等のうち日常的に必要な医療   
行為として別に厚生労働大臣が定めるものを行った場合に、別に   
厚生労働大臣が定める単位数に10円を乗じて得た額を算定する。  
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※ 特定診療費の改定については別紙4を参照  

（6）サービス提供体制強化加算   

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都  

道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療養介護事業所が、  

利用者に対し、指定介護予防短期入所療養介護を行った場合は、  

当該基準に掲げる区分に従い、1日につき次に掲げる所定単位  
数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定して  

いる場合においては、珊定しない。  

（－）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  12単位  

（コ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  6単位  

（三）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）  6単位  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  

① 当該指定介護予防短期入所療養介護を行う老人性認知症疾患  
療養病棟の介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が1  
00分の50以上であること。  

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅱ）   

① 当該指定介護予防短期入所療養介護を行う老人性認知症疾患  

療養病棟の看護・介護職員の総数のうち、常勤職員の占める割  
合が100分の75以上であること。   

② 別の告示で定める利用定員■人員基準に適合していること   

○ サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   

① 当該指定介護予防短期入所療養介護を行う老人性認知症疾患  
療養病棟の指定介護予防短期入所療養介護を利用者に直接提供  
する職員の総数のうち、勤続年数3年以上の者の占める割合が1  
00分の30以上であること。   

② 別の告示で定める利用定員・人員基準に適合していること  
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ト）働 12単位  

コ凝 10単位  注1㈱合している  
ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  

養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。   
イ働＼ること。  
ロ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定介護  

予防短期入所療養介護事業所であるこL  2脚合している  
ものとして都道府県知事に届け出た指定介護予防短期入所療  
養介護事業所について、1日につき所定単位数を加算する。  
ただし、この場合において、管理栄養士配置加算を算定して  

いる場合は、算定しない。  
イ㈲宣していること。  

ロ 別lこ厚生労働大臣が定める基準lこ適・合している指定介護  

予防短期入所療養介護事業所であるこL  
㈱働 23単位 23単位   

注瀬合しているものとして都道府  

県知事に届け出て当該基準による食事の提供を行う指定介護予  

防短期入所療養介護事業所が、別Iこ厚生労働大臣が定める療養  
食を提供したときは、1日につき所定単位数を加算する。  

イ 食事の提供が管理栄養士又は栄養士lこよって管理されてい  
るこL  

ロ 利用者の年齢、心身の状況lこよって適切な栄養量及び内容  
の食事の提供が行われているこL   

ハ働＝こ厚生労働大臣が定める基準lこ適合して  
いる指定介護予防短期入所療養介護事業所において行われて  
いること。  

10 介護予防特定施設入居者生活介護責   

イ 介護予防特定施設入居者生活介護責（1日につき）   

し1L 

（2）要支援2  

10 介護予防特定施設入居者生活介護責   

イ 介護予防特定施設入居者生活介護貴（1日につき）   

（1）要支援1   

（2）要支援2  

203単位  

469単位  

214単位  

494単位  

口 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護費（1月に   

つき）  

注1 指定介護予防特定施設（指定介護予防サービス基準第230条第1  

口 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護責（1月に   
つき）  

注1 指定介護予防特定施設（指定介護予防サービス基準第230条第1  
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項に規定する指定介護予防特定施設をいう。以下同じ。）におい  
て、イについては、指定介護予防特定施設入居者生活介護（同項  
において規定する指定介護予防特定施設入居者生活介護をいう。  
以下同じ。）を行った場合に、指定介護予防特定施設入居者生活  

介護の提供を受ける入居者（以下「利用者」という。）の要支援  
状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定するものとし、ロ  

については、指定介護予防特定施設において、外部サービス利用  

型指定介護予防特定施設入居者生活介護（指定介護予防サービス  
基準第253条に規定する外部サービス利用型指定介護予防特定施設  
入居者生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、別に厚生  
労働大臣が定めるサービスの種類及び当該サービスの単位数を基  

に得た当該外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活  
介護に係る総単位数について、利用者の要支援状態区分ごとに別  

に厚生労働大臣が定める単位数を限度として算定する。ただし、  

看護職員又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に  
該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定す  
る。  

項に規定する指定介護予防特定施設をいう。以下同じ。）におい  
て、イについては、指定介護予防特定施設入居者生活介護（同項  
において規定する指定介護予防特定施設入居者生活介護をいう。  
以下同じ。）を行った場合に、指定介護予防特定施設入居者生活  

介護の提供を受ける入居者（以下「利用者」という。）の要支援  
状態区分に応じて、それぞれ所定単位数を算定するものとし、ロ  

については、指定介護予防特定施設において、外部サービス利用  

型指定介護予防特定施設入居者生活介護（指定介護予防サービス  
基準第253条に規定する外部サービス利用型指定介護予防特定施設  
入居者生活介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、別に厚生  
労働大臣が定めるサービスの種類及び当該サービスの単位数を基  

に得た当該外部サービス利用型指定介護予防特定施設入居者生活  
介護に係る総単位数について、利用者の要支援状態区分ごとに別  

に厚生労働大臣が定める単位数を限度として算定する。ただし、  

看護職貞又は介護職員の員数が別に厚生労働大臣が定める基準に  

該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算定す  
る。  

※ 厚生労働大臣が定める外部サービス利用型特定施設入居者生活介   
護費及び外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護責に   
係るサービスの種類及び当該サービスの単位数並びに限度単位数  

別表第2  

1 外部サービス利用型介護予防特定施設入居者生活介護基本サ「  

60単位  ビス責（1日につき）  

注1 手り用者に対して、外部サービス利用型指定介護予防特定施  
設入居者生活介護事業者（指定介護予防サービス等の事業の  
人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介  

護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成18年  
厚生労働省令第35号。以下「指定介護予防サービス基準」と  
いう。）第254条第2項に規定する外部サービス利用型指定介  

護予防特定施設入居者生活介護事業者をいう。）が、基本サ  
ービス（指定介護予防サービス基準第253条に規定する基本サ  

ービスをいう。以下同じ。）を行った場合に算定する。  

2 養護老人ホーム（老人福祉法第20条の4に規定する養護老  
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人ホームをいう。）である指定介護予防特定施設において、  

別に厚生労働大臣が定める者に対して基本サービスを行った  
場合に、障害者等支援加算として、1日につき20単位を所定  
単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める者の内容は以下のとおり。  

知的障害、精神障害その他の精神上の障害その他これに類す   
る入所者の状況により、指定介護予防サービス基準第253条に規   

定する基本サービスの提供に当たり、特に支援を必要とする者  

2～5 （略）  

6 指定介護予防適所介護（1月につき）   

イ 運動器機能向上加算  203単位  

注 介護予防通所介護真のハの運動器機能向上サービスを行っ  

た場合に、1月につき所定単位数を加算する。  

ロ 栄養改善加算  135単位   

1  

注 介護予防通所介護真のこの栄養改善サービスを行った場合  

に、1月につき所定単位数を算定する。  

ハ ロ腔機能向上加算  135単位  

注 介護予防通所介護費のホの口腔機能向上サービスを行った  
場合に、1月につき所定単位数を加算する。  

7 指定介護予防通所リハビリテーション（1月につき）   
イ 運動器機能向上加算  203単位   

注 介護予防適所リハビリテーション真のロの運動器機能向上  
サービスを行った場合に、1月につき所定単位数を加算する。   

ロ 栄養改善加算  135単位   

注 介護予防適所リハビリテーション責のハの栄養改善サービ  

スを行った場合に1月につき所定単位数を算定する。  
ハ ロ腔機能向上加算  135単位   

注 介護予防通所リハビリテーション費のこの口腔機能向上サ  
ービスを行った場合に、1月につき所定単位数を加算する。  

8 （略）  

9 指定介護予防認知症対応型適所介護   

イ 個別機能訓練加算  24単位  

注 介護予防認知症対応型適所介護責の注5の個別機能訓練を   
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行った場合に、1月につき所定単位数を加算する。  

ロ 栄養改善加算  135単位   

注 介護予防認知症対応型通所介護真の蓮ユの栄養改善サービ  
スを行った場合に、1月につき所定単位数を加算する。  

ハ ロ腔機能向上加算  135単位  

注 介護予防認知症対応型適所介護真の塁旦の口腔機能向上サ   

ービスを行った場合に、1月につき所定単位数を加算する。  

2 イについては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理   
学療法士等を1名以上配置しているもの（利用者の数が100を超え   

る指定介護予防特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務   
に従事する常勤の理学療法士等を1名以上配置し、かつ、理学療   
法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法で利用   
者の数を100で除した数以上配置しているもの）として、都道府県   

知事に届け出た指定介護予防特定施設において、利用者に対して、   
機能訓練指導員、看護職員、介護職員等が共同して、利用者ごと   
に個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能   

訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、1日につ   
き12単位を加算する。  

2 イについては、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理   
学療法士等を1名以上配置しているもの（利用者の数が100を超え   

る指定介護予防特定施設にあっては、専ら機能訓練指導員の職務   
に従事する常勤の理学療法士等を1名以上配置し、かつ、理学療   

法士等である従業者を機能訓練指導員として常勤換算方法で利用   
者の数を100で除した数以上配置しているもの）として、都道府県   

知事に届け出た指定介護予防特定施設において、利用者に対して、   
機能訓練指導員、看護職員、介護職員等が共同して、利用者ごと   

に個別機能訓練計画を作成し、当該計画に基づき、計画的に機能   

訓練を行っている場合には、個別機能訓練加算として、1日につ   
き12単位を所定単位数lキ加算する。  

3 イについては、看護職員が、利用者ごとに健康の状況を継続的  

に記録している場合において、当該利用者の同意を得て、協力医  

療機関（指定介護予防サービス基準第242条第1項に規定する協力  
医療機関をいう。）又は当該利用者の主治医に対して、当該利用  
者の健康の状況について月に1回以上情報を提供した場合には、  

医療機関連携加算として、1月につき80単位を所定単位数に加算  
する。  

11介護予防福祉用具貸与責（1月につき）  

指定介護予防福祉用具貸与事業所（指定介護予防サービス基準第266   

条第1項に規定する指定介護予防福祉用具貸与事業所をいう。以下同   
じ。）において、指定介護予防福祉用具貸与（指定介護予防サービス   

基準第265条に規定する指定介護予防福祉用具貸与をいう。以下同じ。）   

を行った場合に、現に指定介護予防福祉用具貸与に要した責用の額を   
当該指定介護予防福祉用具貸与事業所の所在地に適用される1単位の   
単価で除して得た単位数（1単位未満の端数があるときは、これを四  

11介護予防福祉用具貸与責（1月につき）  

指定介護予防福祉用具貸与事業所（指定介護予防サービス基準第266   

条第1項に規定する指定介護予防福祉用具貸与事業所をいう。以下同   
じ。）において、指定介護予防福祉用具貸与（指定介護予防サービス   

基準第265条に規定する指定介護予防福祉用具貸与をいう。以下同じ。）   

を行った場合に、現に指定介護予防福祉用具貸与に要した責用の額を   
当該指定介護予防福祉用具貸与事業所の所在地に適用される1単位の   
単価で除して得た単位数（1単位未満の端数があるときは、これを四  
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捨五入して得た単位数）とする。   

注1 搬出入に要する費用は、現に指定介護予防福祉用具貸与に要  
した責用に含まれるものとし、個別には評価しない。ただし、  

指定介護予防福祉用具貸与事業所が別に厚生労働大臣が定める  
地域に所在する場合にあっては、当該指定介護予防福祉用具貸  
与の開始日の属する月に、指定介護予防福祉用具貸与事業者（指  
定介護予防サービス基準第266条第1項に規定する指定介護予防  

福祉用具貸与事業者をいう。以下同じ。）の通常の重量の実施  
地域（指定介護予防サービス基準第270条第5号に規定する通常  

の事業の実施地域をいう。以下同じ。）において指定介護予防  
福祉用具貸与を行う場合に要する交通費（当該指定介護予防福  
祉用具貸与に係る福祉用具の往復の運搬に要する経費及び当該  

福祉用具の調整等を行う当該指定介護予防福祉用具貸与事業者  
の専門相談員1名の往復の交通費を合算したものをいう。以下  

旦£。）に相当する額を当該指定介護予防福祉用具貸与事業所  
の所在地に適用される1単位の単価で除して得た単位数を、個  
々の福祉用具ごとに当該指定介護予防福祉用具貸与に係る介護  

予防福祉用具貸与真の100分の100に相当する稜を限度として所  

定単位数に加算する。  

2 別lこ厚生労働大臣が定める地域lこ掛在し、力、つ、矧‖こ厚生労  

働大臣が定める施設基準に適合する指定介護予防福祉用具貸与  

事業所の場合にあっては、当該指定介護予防福祉用具貸与の開  
始日の属する月に、当該指定介護予防福祉用具貸与事業者の通  

常の事業の実施地域において指定介護予防福祉用具貸与を行う  
場合に要する交通費に相当する額の3分の2に相当する額を当  

該指定介護予防福祉用具貸与事業所の所在地に適用される1単  
位の単価で除して得た単位数を、岬旨  

定介護予防福祉用具貸与に係る介護予防福祉用具貸与費の3分  
の2に相当する額を限度として所定単位数に加算する。  

捨五入して得た単位数）とする。   

注1 搬出入に要する車用は、現に指定介護予防福祉用具貸与に要  
した費用に含まれるものとし、個別には評価しない。ただし、  

指定介護予防福祉用具貸与事業所が別に厚生労働大臣が定める  
地域に所在する場合にあっては、当該指定介護予防福祉用具貸  
与の開始日の属する月に、指定介護予防福祉用具貸与事業者（指  

定介護予防サービス基準第266条第1項に規定する指定介護予防  

福祉用具貸与事業者をいう。以下同じ。）の通常の業務の実施  
地域において指定介護予防福祉用具貸与を行う場合に要する交  

通費（当該指定介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の往復の  
運搬に要する経費及び当該福祉用具の調整等を行う当該指定介  

護予防福祉用具貸与事業者の専門相談員1名の往復の交通費を  
合算したものをいう。）に相当する額を当該指定介護予防福祉  

用具貸与事業所の所在地に適用される1単位の単価で除して得  
た単位数を、個々の福祉用具ごとに当該指定介護予防福祉用具  
貸与に係る介護予防福祉用具貸与真の100分の100に相当する額  
を限度として所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 厚生労働大臣が定める一単位の単価（平成12年厚生省告示第22  
号）第2号のその他の地域であって、次のいずれかに該当する地  
域のうち厚生労働大臣が定める地域（平成12年厚生省告示第24号）  
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に規定する地域を除いた地域  

① 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項   
に規定する豪雪地帯  

② 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等   
に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺   
地  

③ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域  

④ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の   
促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す   

る特定農山村地域  

⑤ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第  

1項に規定する過疎地域  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。   

○ 注2の厚生労働大臣が定める施設基準  

事業所であること  

1月当たり実利用者数が5人以下の指定介護予防福祉用具貸与  

3 別に厚生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対し  

て、通常の事業の実施地域を越えて指定介護予防福祉用具貸与  
を行った場合は、当該指定介護予防福祉用具貸与の開始日の属  

する月に、当該指定介護予防福祉用具貸与事業者の通常の事業  

う場合に要  の実施地域において指定介護予防福祉用具貸与を   

する交通真に相当する額の3分の1に欄当する額を当該指定介  

護予防福祉用具貸与事業所の所在地に適用される1単位の単価  
で除して得た単位数を、個々の福祉用具ごとlこ当該指定介護予  

防福祉用具貸与に係る介護予防福祉用具貸与責の3分の1に相  
当する額を限度として所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 次のいずれかに該当する地域   

① 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定により  
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指定された離島振興対策実施地域  

② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条に   
規定する奄美群島  

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項   
に規定する豪雪地帯  

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等   

に関する法律（昭和3了年法律第88号）第2条第1項に規定する辺   
地  

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定により   
指定された振興山村  

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第2条   
第1項に規定する小笠原諸島  

⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域  
⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の   

促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す   
る特定農山村地域  

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第  
1項に規定する過疎地域  

⑩ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に規   
定する離島  

生 要支援者に対して、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び   
介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目（平成11年厚生省   

告示第93号）第1項に規定する幸いすこ 同告示第2項に規定す   
る幸いす付属品、同告示第3項に規定する特殊寝台、同告示第   

4項に規定する特殊寝台付属品、同告示第5項に規定する床ず   
れ防止用具、同告示第6項に規定する体位変換器、同告示第11   

項に規定する認知症老人排掴感知機器及び同告示第12項に規定   

する移動用リフトに係る指定介護予防福祉用具貸与を行った場   
合は、指定介護予防福祉用具貸与責は算定しない。ただし、別   
に厚生労働大臣が定める者に対する場合については、この限り   
でない。  

巨 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知   
症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防福祉用具貸  

乙 要支援者に対して、厚生労働大臣が定める福祉用具貸与及び   
介護予防福祉用具貸与に係る福祉用具の種目（平成11年厚生省   
告示第93号）第1項に規定する幸いす、同告示第2項に規定す   

る幸いす付属品、同告示第3項に規定する特殊寝台、同告示第   

4項に規定する特殊寝台付属品、同告示第5項に規定する床ず   
れ防止用具、同告示第6項に規定する体位変換器、同告示第11   

項に規定する認知症老人排掴感知機器及び同告示第12項に規定   

する移動用リフトに係る指定介護予防福祉用具貸与を行った場   
合は、指定介護予防福祉用具貸与責は算定しない。ただし、別   
に厚生労働大臣が定める者に対する場合については、この限り   
でない。  

旦 利用者が介護予防特定施設入居者生活介護又は介護予防認知   
症対応型共同生活介護を受けている間は、介護予防福祉用具貸  
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与責は、算定しない。  与費は、算定しない。   
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